
平成２８年度当初予算の概要（主な事業）

Ⅰ 活力あるしまね
１．ものづくり・ＩＴ産業の振興

(単位:千円)

NO 区分 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

1 しまねのものづくり 当初要求 ものづくり企業の経営管理・生産管理・ 商工労働部

産業活性化プロジェ 343,925 技術力の強化、新規取引先の開拓、新分野 [産業振興課]

クト ↓ への進出などを支援

要求見直し ①しまねのものづくり高度化支援事業

350,475 ・県内製造業の競争力強化を図るた

↓ め、生産管理の効率化や技術力の強

査定 化を支援

350,475 ・成長分野等への参入を目指す企業を

専門家と連携し集中的に支援【新規】

②技術革新支援総合助成事業

企業の技術革新や取引拡大のための

試作開発・技術開発への助成

③戦略的取引先確保推進事業

県内企業の販売力強化を図るため、

首都圏等の県外市場開拓等を支援

④ものづくり産業戦略的強化事業

業界や企業グループに対し、国内外

の市場を見据えた経営戦略構築や戦略

に基づく技術力向上、販路拡大を支援

⑤特殊鋼産業クラスター高度化推進事業

特殊鋼関連産業の成長分野への進出、

発展基盤の強化を支援

⑥しまね産学官連携促進支援事業

・大学の研究シーズと企業ニーズのマ

ッチングを推進

・県内高等教育機関等の学生による県

内企業でのインターンシップと海外

留学等を支援 【新規】

・インターンシップや課題解決型学習

を機会に、学生が受入企業に行う改

善提案の取組を支援 【新規】

⑦地域産学官共同研究拠点事業

島根先端電子技術研究拠点を活用し

た電気電子材料等に関する共同研究や

人材育成等を実施
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（単位:千円)

NO 区分 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

2 しまねＩＴ産業振興 当初要求 県内のＩＴ産業の持続的発展を目指し、 商工労働部

事業 352,972 国内外で売れる商品・サービス開発を促進 [産業振興課]

↓ するため、人材育成・確保、技術力・商品

査定 力強化、販路開拓等を支援

352,972 １ 人材の育成・確保

[うちH27.2補正計上] ①実践的な人材育成

78,972 ・先端技術・Ruby講座や学生Ruby合宿、

小中学生・高校生Ruby教室の開催

・専門高校・専門学校とＩＴ企業が連

携して共同企画授業を実施し、地域

ＩＴ人材を育成

・高校生以下の若者を対象としたスモ

ウルビー・プログラミング甲子園の

開催

②戦略的な地域ＩＴ人材の確保

・首都圏等でのＩＴ人材誘致コーディ

ネーターの配置

・交流会、求人広告サイト掲載、県内

学生等との人材マッチング支援

・県内で活動するＯＳＳコミュニティ

の活動・交流促進への支援

２ 技術力・商品力強化による競争力の向

上支援

①しまねソフト研究開発センター事業

・先駆的研究開発の推進

・県内企業の事業アイデア創出から市

場投入までを継続的に支援

・受託開発の共同受注環境や技術力の

高度化を支援

②新たなビジネスモデルの展開支援

県外の企業等に社員を派遣し、新し

い技術・業務ノウハウの習得を目指す

取組を支援

３ 情報発信・販路開拓

①販路拡大に向けた支援

スーパーアドバイザー導入によるビ

ジネスモデル構築支援、販売支援スタ

ッフ配置による首都圏等での展開支援

②先進的技術情報の発信

・先進的な利用事例及び技術情報を収

集・発信する国際的イベントの開催

・国内外の企業を対象としたRuby biz

グランプリの開催
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（単位:千円)

NO 区分 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

3 しまね食品産業総合 当初要求 食品産業を入口（商品づくり）から出口 商工労働部

支援事業 57,609 （販路開拓・情報発信）まで一体的に支援 [しまねブラ

↓ ①県産品商品力向上支援事業 ンド推進課]

査定 人材育成や売れる商品づくりを支援

57,609 ②衛生・品質管理体制整備事業

国内小売店や輸出相手国が求める品

質・衛生管理体制へのレベルアップを

支援

③食品展示会等出展支援事業

大規模な展示会への出店を通じた全

国のバイヤーとの商談を支援

④インターネットを活用した県産品販路

拡大事業

Ｗｅｂ物産展・セミナーの開催や楽

天大学の受講料の助成

⑤食品産業収益力強化支援事業

営業戦略アドバイザーによる営業人

材養成講座や相談事業を実施し、県内

企業の営業力を強化

⑥しまねの食魅力発信事業

プレスツアーを開催し、実体験を通

じたしまねの食のＰＲを実施
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（単位:千円)

NO 区分 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

4 石州瓦産業経営基盤 当初要求 石州瓦産業の振興を図るため、経営力・ 商工労働部

強化支援事業 55,250 生産力・販売力の強化を支援 [産業振興課]

↓ ①石州瓦利用促進事業 ～石州瓦の家で

要求見直し 安心子育て応援事業～

61,250 安心して子育てできる住環境を確保

↓ するため、子育て世帯が石州瓦を使用

査定 した住宅を建築・購入・増改築する場

55,250 合に工事費の一部を助成

［事業期間］Ｈ28～31

［助成件数］約500件

［助成額］７万円（新築・購入）

５万円（増改築）

［事業主体］石州瓦工業組合

②市場創出や生産改善等に向けた取組を

支援

・西日本の重点市場や東日本、海外市

場での販路開拓支援

・メディアを活用した販売促進支援

・新製品開発等の研究開発支援 など

［事業主体］石州瓦工業組合

5 先端技術イノベーシ 当初要求 新技術及び新製品を研究開発する県内企 商工労働部

ョンプロジェクト 286,000 業を支援するため、県内での事業化が可能 [産業振興課]

↓ なテーマを選定し、産業技術センターが県

査定 内企業と連携して研究開発の取組を推進

286,000 ［取り組むテーマ］

・特殊鋼・素形材加工技術強化

・溶射・気相成膜発展技術開発

・レアメタル代替技術開発

・次世代パワーエレクトロニクス技術

開発

・熱・シミュレーション応用技術開発

・ヒューマンインターフェイス技術開

発

・有機フレキシブルエレクトロニクス

技術開発

・高齢化社会対応の機能性素材開発

・食品の味覚等の数値化・食品等高付

加価値化
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（単位:千円)

NO 区分 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

6 島根発ヘルスケアビ 当初要求 「健康」をキーワードに、地域資源を活 商工労働部

ジネス創出支援事業 60,000 かし、多様な分野が連携したビジネスの創 [産業振興課]

↓ 出を支援

査定 ①協議会の開催

60,000 ・ヘルスケアビジネスの方向性の検討

・医療、福祉機関と商工業者の連携支

援

②協議会分科会（事業者向け）の開催

・セミナーや勉強会の開催

・異業種交流、ビジネスマッチング

・保険外サービス、健康経営等の普及

啓発

・モデル構築事業フォローアップなど

③ビジネスモデルの実証支援

８件程度の取組を支援

［想定するモデル］

・広域型

（複数市町村にまたがる取組）

・地域型

7 起業家育成・支援事 当初要求 起業支援体制の充実強化を図るととも 商工労働部

業 16,057 に、地域経済の活性化に貢献する起業を推 [産業振興課]

↓ 進

査定 ①起業マインド向上事業

14,436 ・起業家スクールの開催（東部・西部）

②包括的支援体制整備事業

・市町村、商工団体、金融機関、ＮＰ

Ｏ法人等を対象にした連絡会議や支

援機関向けセミナーの開催

・各地域の連携支援体制の構築、強化

等の支援

・しまね産業振興財団のインキュベー

ションマネージャーによる起業支援

拠点の機能強化支援

③新ビジネス創出支援事業 【新規】

地域経済への貢献度の高いビジネス

プランを持つ起業希望者を公募し、類

似事業所での業務体験や専門家派遣等

により起業に向け集中的に支援
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（単位:千円)

NO 区分 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

8 しまね海外ビジネス 当初要求 県内雇用の維持・拡大等に向けて、海外 商工労働部

展開支援事業 80,000 への事業展開や輸出などにより海外需要を [産業振興課]

↓ 取り込もうとする企業を支援

査定 ①島根・ビジネスサポート・オフィス

80,000 （バンコク）の運営

②海外商談会、現地情報セミナー、勉強

会などを実施

③海外進出検討から計画策定、会社設立、

稼働までに必要な経費を助成

［助成率］1/2

［上限額］300万円

④海外展示会出展など販路開拓活動に必

要な経費を助成

［助成率］1/2

［上限額］100万円

⑤グローバル人材確保を支援するため、

有料職業紹介手数料の助成、現地雇用

者の国内研修や定着支援等を実施

⑥海外事業の経営管理等を行う人材育成

のための研修等を実施 【新規】

9 輸出拡大支援プロジ 当初要求 海外への販路開拓や事業展開に意欲のあ 商工労働部

ェクト 25,660 る県内事業者の自立的な取組を支援 [しまねブラ

↓ ①海外販路開拓支援事業 ンド推進課]

査定 県内企業等による海外への販路開拓

25,660 や事業展開に向けた取組を支援

［助成率］1/2

［上限額］100万円

（セミナー、商談会を主催する場合

の上限額は150万円）

②県産品海外販路拡大事業

現地パートナー企業と共同で販売促

進活動を実施
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（単位:千円)

NO 区分 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

10 浜田港ロシア貿易発 当初要求 浜田港を起点としたロシア貿易を促進す 商工労働部

展プロジェクト 15,500 るため、官民一体となってロシア市場の開 [しまねブラ

↓ 拓を推進 ンド推進課]

査定 ①物流・円滑化対策

15,500 コンテナ等荷主支援やシー＆レール

輸送を支援

②ロシアビジネス支援体制の強化

浜田港のサポートデスク、ウラジオ

ストクビジネスサポートセンターの双

方から企業の貿易拡大を支援

③ロシア欧州部商流確立対策

国際見本市への出展、商談会開催を

支援

11 新規 浜田港の機能充実 当初要求 国際貿易港である浜田港での効率性の高 土 木 部

（特別会計） 593,600 い荷役作業を確保するため港湾施設を整備 [港湾空港課]

↓ ・コンテナ貨物の荷役作業効率化のため

査定 ガントリークレーンを整備

593,600 ［事業期間］Ｈ28～29

［総事業費］11億円

・コンテナ貨物の保管倉庫を改修
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(単位:千円)

NO 区分 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

12 企業立地促進のため 当初要求 企業の初期投資の軽減等を行う各種助成 商工労働部

の各種助成事業 2,436,749 制度により、本県への誘致や県内既存工場 [企業立地課]

↓ ・事業所の増設等を推進

査定 ①企業立地促進助成金

2,436,749 ・製造業、ソフト産業、ソフト系ＩＴ

企業を対象とし、投資額や雇用の増

加人数等に応じて助成

・助成対象業種を拡大するとともに、

中山間地域等における雇用助成単価

を増額

［追加対象業種］

・物流センター

・研修所等人材育成施設

・知的財産活用事務所

・テレワークセンター

［雇用助成］

中小企業が中山間地域等に立地す

る場合、100万円/人から130万円/人

に増額

②ソフト産業・ＩＴ産業への支援制度

・ソフト産業家賃等補助金

・ソフト系ＩＴ産業航空運賃補助金

・ソフト系ＩＴ人材確保・育成補助金

・特定通信費補助金

③中山間地域雇用基盤強化支援

中山間地域等での雇用維持のため、

市町村と協調して企業の設備投資を支

援

④ＩＴしまね開業支援

県外ＩＴ技術者等の県内での事業所

開設経費の助成、県内体験ツアーの実

施
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(単位:千円)

NO 区分 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

13 建設産業経営基盤強 当初要求 中山間地域・離島において災害緊急対応 土 木 部

化支援事業 69,649 等に不可欠な建設産業の経営基盤強化のた [土木総務課]

↓ め、事業者の農業、介護・福祉分野等での

査定 経営の多角化を支援

69,649 ①異分野進出調査・販路開拓助成金

［助成率］1/2

［上限額］100万円

②異分野進出初期投資補助金

［助成率］1/3

［上限額］400万円

③異分野進出コーディネート

異分野進出計画の策定支援、進出後

のフォローアップ

④経営力強化アドバイザーの派遣

14 新規 しまねの建設担い手 当初要求 建設産業の担い手を確保・育成するため 土 木 部

確保・育成事業 29,000 建設産業団体等が行う若者や女性の就職促 [土木総務課]

↓ 進等の取組を支援

要求見直し ①合同企業説明会の開催

12,000 ［事業主体］県建設産業団体連合会

↓ ［助成額］1/6以内、上限150万円

査定 ②現場見学会等の開催

12,000 ［事業主体］県内の建設産業団体

［助成額］1/6以内、上限30万円

③若年者の資格取得の支援

若年者の建設工事に関連する資格取

得を促進するため受験前講座を開催

［事業主体］県内の建設産業団体

［助成額］1/6以内、上限50万円

④「もっと女性が活躍できる建設業」協

働推進事業

建設産業への女性の就職促進や定

着、家庭との両立に向けた地域ネット

ワークの取組を支援
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Ⅰ 活力あるしまね
２．自然が育む資源を活かした産業の振興

(単位:千円)

NO 区分 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

15 新規就農者等育成確 当初要求 農業の担い手を育成・確保するため、自 農林水産部

保推進事業 570,917 営や雇用就農の増加対策を総合的に展開 [農業経営課]

↓ ①ＵＩターン希望者に対し、県と市町村

査定 で協力して就農条件と生活環境をパッ

570,917 ケージで提案

［うちH27.2補正計上］ ②農業高校と地域の関係機関との連携を

250,667 図る専任のコーディネーターを配置

し、卒業後の就農を支援

③自営や半農半Ｘによる新規就農、新た

な雇用を創出する農業法人等の施設設

備整備を支援

［助成率］1/3

［助成対象事業費上限額］

・自営就農 3,000万円

・半農半Ｘ 300万円

・農業法人 1,000万円

・農業参入企業 3,600万円 など

④自営就農等の研修受入先となる農家に

研修経費を助成

［助成額］定額 ３万円/月・人

⑤45歳未満で就農する者（青年）に対し

て、就農意欲の喚起と就農後の定着を

図るため給付金を交付（国制度）

・就農前研修 150万円/年、最長２年間

・自営就農後 150万円/年、最長５年間

⑥ＵＩターン者（半農半Ｘ又は45歳以上

の自営就農）への就農前研修費助成

12万円/月、１年間

⑦ＵＩターン者（半農半Ｘ）への就農後

定住・定着助成

12万円/月、１年間

⑧人材派遣会社を活用して就農希望者を

担い手として集落に派遣

⑨しまねアグリビジネス実践スクールで

経営力向上のための若手農業者研修、

女性農業者研修を実施

⑩障がい者福祉施設の職業指導者に対す

る農作業の指導方法の研修等を実施

【新規】
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(単位:千円)

NO 区分 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

16 水田農業緊急総合支 当初要求 米価下落により厳しい経営環境におかれ 農林水産部

援対策 97,788 ている稲作担い手農家が営農を継続するた [農業経営課]

↓ めに必要な対策を体系化し、総合的に支援 [農産園芸課]

査定 ①販売力強化対策

97,396 ・島根米が産地間競争に勝ち残るた

め、契約的取引の拡大に向けた販売

力強化等の取組を推進 【新規】

［具体的な取組］

・中食を中心とした業務用販売の展

開

・特色ある「こだわり米」の育成

・ＪＡグループ等と連携し、島根米

の食味・品質のレベルアップを推

進

②生産支援

主食用米及び飼料用米等の低コスト

生産技術導入、飼料用米等の流通・保

管体制整備を支援

③経営安定対策

国の経営所得安定対策（ナラシ対策）

の加入要件である集落営農化を支援

④地域貢献型集落営農連携・強化支援事

業

集落の維持・活性化に貢献する「地

域貢献型集落営農組織」の育成、ＵＩ

ターン者を含めた雇用の受け皿づくり

となる取組を支援

17 園芸産地再生担い手 当初要求 園芸産地の担い手育成や生産規模の拡大 農林水産部

育成事業 64,979 のため、ＪＡ等がリースハウスを建設し、 [農産園芸課]

↓ 担い手にリースする場合、リース料の一部

査定 を支援

64,979 ［事業主体］ＪＡ等

［リース料の助成率］

１～３年目 1/2以内

４～５年目 1/3以内

［事業期間］Ｈ26～28
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(単位:千円)

NO 区分 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

18 新規 しまねの西条柿（あ 当初要求 市場ニーズの高い西条柿の干し柿（あん 農林水産部

んぽ柿）もうける産 36,300 ぽ柿）の生産増進のため、原料の安定供給 [農産園芸課]

地育成事業 ↓ 体制の確立とあんぽ柿加工施設の整備を支

査定 援

48,000 ①ＪＡ等が西条柿のリース団地を整備し

農業者にリースする場合にリース料の

一部を補填し、農業者の負担を軽減

［事業主体］

ＪＡ、市町村、農地中間管理機構等

［リース料の助成率］

１～３年目 1/2以内

４～５年目 1/3以内

②ＪＡ等があんぽ柿の広域拠点加工施設

を整備する場合に経費の一部を助成

［事業主体］ＪＡ、市町村

［助成率］1/3以内

19 将来の農林水産業を 当初要求 島根の農林水産業を発展させるための将 農林水産部

支える技術開発プロ 51,927 来を見据えた先導的な研究開発を実施 [農林水産総

ジェクト ↓ ［研究内容］ 務課]

査定 ・メロンやブドウ、食用きのこの新品

51,927 種開発

・有機栽培支援技術の確立

・宍道湖・中海の環境対策と資源活用

技術の開発

・木質バイオマス等、家畜排泄物の利

活用システムの開発

［事業期間］Ｈ27～29
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(単位:千円)

NO 区分 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

20 みんなでひろげる 当初要求 有機農業の拡大のための地域活動、生産 農林水産部

「しまね有機の郷」 53,197 者等の機械設備整備、ＵＩターン者等の受 [農産園芸課]

事業 ↓ 入れによる担い手育成、定住化の取組を支

査定 援

53,197 ①地域・民間の取組を支援

［事業主体］

農業者、流通販売者、加工業者、

地域協議会等

［助成率］

・生産者支援、流通・販売者支援

ソフト 1/2、ハード 1/3

・地域活動支援

上限100万円/協議会

②推進事業

・首都圏でのＰＲ、テスト販売

・農林大学校で有機農業研修を実施

・有機栽培技術向上を支援

・有機ＪＡＳ認証取得支援

21 安全で美味しい島根 当初要求 県独自の基準に基づく認証制度の運用に 農林水産部

県産品認証事業 11,557 より、県産農畜林水産物の安全の確保と消 [農産園芸課]

↓ 費者の信頼づくりを促進し、市場での競争

査定 力を強化

11,557 ①認証審査、指導員資質向上対策

②認証制度の普及啓発

22 新規 産地パワーアップ事 当初要求 農産物生産の収益力向上に計画的に取り 農林水産部

業 500,000 組む農業者等に対し、高収益な作物等への [農産園芸課]

↓ 転換に必要な施設整備、機械・機器のリー

査定 ス導入を支援

500,000
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(単位:千円)

NO 区分 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

23 地域貢献型集落営農 当初要求 集落の維持・活性化に貢献する「地域貢 農林水産部

連携・強化支援事業 53,600 献型集落営農組織」の育成、ＵＩターン者 [農業経営課]

↓ を含めた雇用の受け皿づくりとなる取組を

査定 支援（№16一部再掲）

53,600 ①育成・確保支援事業

・組織の法人化を支援

［助成率］ソフト 定額、ハード 1/3

②経営多角化・地域貢献活動支援事業

・米以外の地域資源や人材をフル活用

し農業を基盤とした「小さな起業」

を支援

［助成率］小さな起業･人材確保 2/3

・経営多角化、担い手不在集落のサポ

ート活動支援

［助成率］ソフト 1/2、ハード 1/3

③組織間連携・ネットワーク化支援事業

複数の組織等が連携して行う農作業

の協同化、事業拡大、人材の確保や地

域貢献活動を支援

［助成率］

農作業の協同化等 ソフト 1/2、

ハード 1/3

④フォローアップ支援事業

農業再生協議会（担い手部会）等が

実施するフォローアップ活動を支援

24 農地利用集積促進事 当初要求 担い手への農地集積・集約化や耕作放棄 農林水産部

業 577,556 地の解消を加速化するため、農地の中間受 [農業経営課]

↓ け皿となる農地中間管理機構の活動を支援

査定 ・農地中間管理機構運営費

577,556 ・農地の「出し手」への協力金
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(単位:千円)

NO 区分 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

25 「しまね和牛」振興 当初要求 飼育農家の高齢化による飼育戸数・頭数 農林水産部

対策事業 175,389 の減少及び枝肉上物率低迷などの課題解決 [畜 産 課]

↓ に取り組む繁殖農家等を支援

査定 ①中核畜産施設整備支援

175,389 ＪＡ等と連携し、共同繁殖牛管理施

設・共同子牛育成施設の整備による生

産力の向上を支援

［事業主体］ＪＡ等

［助成率］1/3

［事業期間］Ｈ27～29

②集落営農放牧実践支援

ＪＡ等が集落営農組織等に繁殖雌牛

を貸し出す目的で雌牛を購入する場合

の経費の一部を助成

［事業主体］ＪＡ等

［助成率］1/3

［事業期間］Ｈ26～29

26 畜産競争力強化対策 当初要求 畜産クラスター計画に位置付けられた中 農林水産部

事業 500,000 心的な経営体に対し、収益力の強化や家畜 [畜 産 課]

↓ 環境問題への対応に必要な施設の整備、家

査定 畜導入を支援

500,000

27 産業動物臨床獣医師 当初要求 県内の産業動物獣医師の安定確保を図る 農林水産部

確保支援事業 3,000 ため、畜産団体が行う修学資金制度を支援 [畜 産 課]

↓ ［新規募集期間］Ｈ26～28

査定 ［対象者］

3,000 産業動物獣医師を志す獣医系大学生

［募集人員］Ｈ28：２人

［貸与額］月額10万円

［貸与期間］最大６年間

［償還免除］

貸与期間の1.5倍の期間、産業動物

獣医師として勤務
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(単位:千円)

NO 区分 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

28 島根県獣医師確保緊 当初要求 県職員獣医師の安定確保を図るため、修 農林水産部

急対策事業 14,400 学資金を貸与 [畜 産 課]

↓ ［対象者］

査定 県職員業務に従事する意欲のある獣

14,400 医系大学生

［募集人員］４人

［貸与額］月額10万円

［貸与期間］最大６年間

［償還免除］

貸与期間の1.5倍の期間、県の機関

で獣医師業務に従事

29 家畜疾病危機管理対 当初要求 高病原性鳥インフルエンザ、ＢＳＥ、口 農林水産部

策事業 200,000 蹄疫等の家畜疾病発生に備えた初動防疫活 [畜 産 課]

↓ 動や農家への損失補償経費を計上

査定 ①初動防疫経費

200,000 消毒資材、焼埋却経費等

②農家への損失補償

殺処分や移動制限に伴う損失補償

③風評被害対策経費

消費者への情報提供や安全性のＰＲ

等

30 循環型林業に向けた 当初要求 利用期を迎えた森林の主伐を促進し、県 農林水産部

原木生産促進事業 102,750 産原木の生産を増加させるため、伐採後の [林 業 課]

↓ 搬送経費の一部を助成

査定 ［事業期間］Ｈ27～29

102,750 ［助成対象者］

主伐した後に再造林する森林所有者

［助成率］定額 620円/㎥

［Ｈ28助成見込原木量］162千㎥

31 新規 林業・木材産業成長 当初要求 循環型林業の実現に向けて、森林整備か 農林水産部

基盤づくり事業 974,268 ら木材の伐採・搬出・利用までの一体的な [林 業 課]

↓ 取組を支援

要求見直し 作業道整備、高性能林業機械の導入、

1,974,483 木材加工流通施設整備、木質バイオマス

↓ 関連施設整備、木造公共施設整備等

査定

1,974,483
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(単位:千円)

NO 区分 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

32 木質バイオマス県内 当初要求 木質バイオマス発電施設等の燃料となる 農林水産部

全域集荷体制支援事 54,000 未利用木材等の効率的な集荷に必要な山土 [林 業 課]

業 ↓ 場・作業道の整備費の助成や木質バイオマ

査定 ス増産に伴う人材確保を支援

54,000 ［助成対象］山土場、作業道の整備

［助成率］定額

33 新規 きのこの里づくり事 当初要求 きのこ産地の増産、低コスト化に必要な 農林水産部

業 45,000 生産施設の新設・改修等に要する経費の一 [林 業 課]

↓ 部を助成

査定 新たに開発したきのこの市場性を探るた

45,000 め、試験的に栽培し、消費者ニーズ調査を

［うちH27.2補正計上］ 実施

45,000 ①生産出荷施設等の整備

［対象者］

きのこ生産者、ＪＡ、森林組合等

［助成率］1/3以内

［事業期間］Ｈ28～31

②新品種導入実証事業

市場性のある新品種の栽培実証

34 林業担い手育成確保 当初要求 新規林業就業者の確保と林業事業体にお 農林水産部

対策事業 65,824 ける林業従事者の育成に向けた施策を総合 [林 業 課]

↓ 的に推進

要求見直し ・高校生やＵＩターン者を対象とした現

53,044 場体験会等の開催 【新規】

↓ ・林業事業体による高性能林業機械のＯ

査定 ＪＴ研修の実施 【新規】

53,044 ・林業の魅力向上に向けた林業事業体の

［うちH27.2補正計上］ 就労条件の改善の取組を支援 【新規】

27,209 ・林業への就業に向け、農林大学校で必

要な知識の習得等を行う若者に対して

就業準備給付金を支給

［給付条件］年間137.5万円/人

最大２年間

［給付枠］16人

［給付対象］農林大学校林業科の学生
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(単位:千円)

NO 区分 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

35 木の家ですくすく子 当初要求 「木育」の観点から、子育て世帯が県産 農林水産部

育て応援事業 120,000 木材を使用した住宅等の新築、増改築等を [林 業 課]

↓ 行う場合に工事費の一部を助成

査定 ［事業期間］Ｈ28～31

100,000 ［助成対象］子育て世帯

［Ｈ28助成戸数］200戸程度

［助成上限額］

・新築 30万円（石州瓦加算７万円）

・増改築 15万円（石州瓦加算５万円）

・修繕、模様替え 10万円

・上記に対し次のいずれかの場合10万

円を加算

三世代同居・近居、ＵＩターン

者、中山間地域・離島

［事業主体］島根県木材協会

36 新規 浜田地区水産振興対 債務負担行 浜田漁港の水揚げ量の回復及び圏域の経 農林水産部

策事業 為 済活性化に高い効果が見込まれる高度衛生 [漁港漁場整

管理型荷さばき施設の整備費の一部を助成 備課]

［事業主体］浜田市

［事業期間］Ｈ28～32

［総事業費］45億円

［支援内容］

国庫補助（補助率2/3）及び過疎対

策事業債を活用した上で、市の実負担

の1/2を助成

［債務負担行為］

設定額 225,000千円（Ｈ29～33）

37 浜田地域水産業構造 当初要求 浜田地域の水産業を支える沖合底びき網 農林水産部

改革推進事業 75,000 漁業について、地域協議会が漁船の長寿命 [水 産 課]

↓ 化修繕を通じて行う漁獲物の品質向上や流

査定 通体制改善等の構造改革の取組を推進する

75,000 ため、浜田市が支援する経費の一部を助成

［事業期間］Ｈ24～29

［事業主体］

浜田地域水産業構造改革推進プロジ

ェクト協議会

［助成率］浜田市の助成額の1/2
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(単位:千円)

NO 区分 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

38 離島漁業再生支援交 当初要求 町村が作成した離島漁業集落活動促進計 農林水産部

付金事業 138,044 画に基づき集落協定を締結した漁業集落に [水 産 課]

↓ 対し、離島漁業再生支援交付金を交付し、

査定 漁場の生産力の向上や漁業再生に関する取

138,044 組を支援

［負担割合］国1/2、県1/4、町村1/4

39 新規漁業就業者確保 当初要求 漁業就業者の育成確保に向けた施策を総 農林水産部

・育成事業 10,063 合的に推進 [水 産 課]

↓ ・自営漁業者を目指した漁業の専門的知

査定 識や漁労漁業技術の習得研修の実施

10,063 ・親元での研修を受け入れる漁業者に対

［うちH27.2補正計上］ して、研修に必要な経費を助成【新規】

8,713

40 「しまねの魚」消費 当初要求 高鮮度等の高品質化により消費者に受け 農林水産部

拡大促進事業 8,662 入れられる商品づくりや低利用魚を活用し [水 産 課]

↓ た特産加工品の開発及び消費拡大の取組を

査定 支援

8,662 ［実施主体］ＪＦしまね等

［助成率］ソフト事業 1/2以内

ハード事業 1/3以内

41 新農林水産振興がん 当初要求 「売れるものづくり・産地づくり」を中 農林水産部

ばる地域応援総合事 241,000 心に、地域の農林水産業が抱える課題の解 [農産園芸課]

業 ↓ 決や改善に向けた提案型の取組及び雇用就

査定 農を促進するための農業法人等の事業拡大

241,000 など、地域の主体的で戦略的な取組を支援

（№15、16、25、40一部再掲）

地域提案型フリープラン方式及びメニ

ュー方式により、ソフト及びハード支援

［助成率］ソフト事業 1/2以内、定額

ハード事業 1/3以内
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(単位:千円)

NO 区分 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

42 ６次産業推進事業 当初要求 農山漁村の所得向上や雇用の拡大、地域 農林水産部

174,808 活力の向上を図るため、島根県の豊富な地 [しまねブラ

↓ 域資源を活用しながら、市町村や多様な事 ンド推進課]

査定 業者がネットワークを構築して取り組む新

174,453 商品開発や販路開拓、農林水産物の加工・

[うちH27.2補正計上] 販売施設の整備等を支援

101,073 ［助成率］

・新商品開発、販路開拓

市町村戦略型 2/3以内

事業者連携型 1/2以内

・農林水産物の加工・販売のための機

械・施設整備等

市町村戦略型 1/2以内

事業者連携型 1/3以内

［事業期間］Ｈ28～31

43 地産地消推進事業 当初要求 「島根県地産地消促進計画」に基づく取 農林水産部

9,880 組を推進 [しまねブラ

↓ ①「食」の総合ポータルサイトでの情報 ンド推進課]

査定 発信

9,880 ②「地産地消推進店」の普及

③食品加工事業者による地元農林水産物

の利活用の推進

④販路拡大、観光誘客、賑わい創出を目

的とした「マルシェ」の推進

⑤観光関連施設（宿泊施設、飲料店等）

での地元食材の活用推進

⑥県産品展示商談会の開催、各圏域での

取組推進
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（単位:千円)

NO 区分 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

44 県産品販路拡大事業 当初要求 県内工芸品、県産農林水産物及びその加 農林水産部

48,297 工品などの販路拡大を図るため、大消費地 商工労働部

↓ を対象に事業者が取り組む販売促進活動を [しまねブラ

査定 支援 ンド推進課]

48,297 ①未来へつなぐ工芸品総合振興事業

県内工芸品産業の販路拡大、担い手

確保・育成、情報発信を総合的に支援

②農林水産物の販路拡大事業

首都圏からのバイヤーの招致や県産

品販売パートナー店を活用したフェア

の開催等を支援

③県産品ブラッシュアップ支援事業

消費者ニーズの商品開発への反映や

商品コンセプトづくりを支援

④ご縁の国しまね連携事業

観光キャンペーンと連携し、県産品

の販路拡大を支援

45 ＴＰＰ協定合意を踏 当初要求 地域の特性に応じた対策の実施により、 農林水産部

まえた対策 2,334,494 国内の産地間競争に対応できるよう、経営 [農業経営課]

↓ 体の体質を強化（№16、22、23、25、26、 [農産園芸課]

査定 41、42、43一部再掲） [畜 産 課]

2,333,747 ①競争力のある経営体の育成 [しまねブラ

[うちH27.2補正計上] ・産地の特性を活かした収益力強化に ンド推進課]

1,146,500 必要な施設等の整備 [農村整備課]

・担い手の生産基盤強化

・中山間地域における集落営農の法人

化・広域連携や「小さな起業」の促

進

②高品質米の契約的取引等による売れる

米づくり

・つや姫、こだわり米の契約的取引の

拡大に向けた販売力の強化

・中食を中心とした業務用販売の展開

③増頭等によるしまね和牛の生産基盤強

化

・収益力強化に必要な畜産施設等整備

・共同子牛育成施設（キャトルステー

ション）等整備

④地域資源の活用

・６次産業の拡大
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Ⅰ 活力あるしまね
３．観光の振興

(単位:千円)

NO 区分 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

46 “神々”と“ご縁” 当初要求 “神々”と“ご縁”をキーワードに観光 商工労働部

観光総合対策事業 341,782 誘客を促進 [観光振興課]

↓ ①観光情報の発信

査定 映画「たたら侍」と連動したご縁の

341,782 国しまねプロモーションを展開

［うちH27.2補正計上］ ②着地型観光の推進

111,700 ・団体や民間事業者等が行う旅行商品

造成や観光地づくりの取組を支援

・県外から島根県を訪れる貸切バスツ

アーの経費の一部を助成

・広域周遊バスの運行助成や交通機関

と連携した旅行商品の造成

・観光ガイドを活用した、まちあるき

観光の推進

・サイクリングマップの作成など、サ

イクリスト受入体制の整備 【新規】

③ＭＩＣＥ（注）や教育旅行など新たな市

場開拓への取組

（注）ＭＩＣＥ：企業等の会議（Ｍｅｅｔｉｎｇ）、

企業等の行う報奨・研修旅行（インセンティ

ブ旅行）（Ｉｎｃｅｎｔｉｖｅ Ｔｒａｖｅｌ）、

国際機関・団体、学会等が行う国際会議（

Ｃｏｎｖｅｎｔｉｏｎ）、展示会・見本市、イ

ベント（Ｅｘｈｉｂｉｔｉｏｎ／Ｅｖｅｎｔ）

の頭文字のことであり、多くの集客交流が見

込まれるビジネスイベントなどの総称

④バリアフリー観光についての基礎調査

を実施 【新規】

⑤古代歴史文化をテーマとした情報発

信、観光誘客の促進
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(単位:千円)

NO 区分 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

47 しまね観光誘客推進 当初要求 観光産業や地域の個別課題に対応する施 商工労働部

事業 226,011 策を実施し、安定的・継続的な観光誘客を [観光振興課]

↓ 推進

査定 ①高速道路を活用した誘客対策

229,011 ＮＥＸＣＯや道の駅等との連携によ

［うちH27.2補正計上］ る情報発信

68,800 ②閑散期の誘客対策

各エリアごとの冬季素材開発支援

③石見地域の誘客対策

・石見神楽、自然、温泉、食など観光

素材を活用した着地型旅行商品の造

成、周遊対策、情報発信

・石見神楽のブランディング、県外客

誘致イベントの開催やインバウンド

対策 【新規】

・三江線沿線での観光キャンペーン

④隠岐地域の誘客対策

隠岐ユネスコ世界ジオパークを活用

した着地型旅行商品の企画・開発や情

報発信

⑤観光案内板等の基盤整備への支援

市町村等が行うトイレ、観光案内板

やＷｉ－Ｆｉ整備への支援
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(単位:千円)

NO 区分 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

48 外国人観光客誘致対 当初要求 増加が見込まれる外国人観光客誘致に向 商工労働部

策事業 97,324 けた取組を強化 [観光振興課]

↓ ①アジア、欧米などの市場別観光客誘致

要求見直し に向けた広告宣伝や旅行エージェント

107,324 へのセールス活動

↓ ②国外から島根県を訪れる貸切バスツア

査定 ーの経費の一部を助成

107,324 ③民間事業者の観光誘客活動への支援

［うちH27.2補正計上］ ④観光施設等のＷｉ－Ｆｉ整備への支援

10,000 ⑤境港の大型クルーズ船の受入体制整備

とプロモーション強化

⑥浜田港へのクルーズ船誘致活動と受入

体制整備 【新規】

⑦個人旅行客の誘致に向けた個人旅行向

け情報媒体への広告掲載等 【新規】

⑧外国人嘱託職員の配置、島根県観光連

盟との連携による体制強化 【新規】

⑨欧米等から広島を訪問している個人旅

行客の訪日動向調査の実施等 【新規】
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(単位:千円)

NO 区分 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

49 広域連携誘客推進事 当初要求 鳥取県、広島県など関係各県・団体と連 商工労働部

業 128,642 携して情報発信や誘客施策を実施し、広域 [観光振興課]

↓ 周遊観光を促進

要求見直し ①山陰ＤＭＯ（注）の設立 【新規】

122,142 鳥取県と連携して広域観光推進組織

↓ 「山陰ＤＭＯ」を設立し、マーケティ

査定 ング戦略に基づき海外を中心としたプ

120,642 ロモーション等を実施

［うちH27.2補正計上］ （注）Ｄｅｓｔｉｎａｔｉｏｎ Ｍａｒｋｅｔｉｎｇ

74,000 ／Ｍａｎａｇｅｍｅｎｔ Ｏｒｇａｎｉｚａｔｉｏｎ

の略。地域において官民一体で観光地と

地域資源の一体的なブランド開発を推進

する組織

②広島県、愛媛県連携

尾道松江線を活用した、中四国を横

断する縦軸の広域観光を推進

③山口県連携

「世界遺産」「日本遺産」及び「幕

末維新」など両県共通のテーマでの情

報発信、ＰＲイベントや講演会の開催

を連携して実施

④三重県、奈良県連携

「遷宮」「神話」に縁のある両県と

連携し、東京のアンテナショップを拠

点とした連携イベントの開催等を通じ

た情報発信を実施

⑤中国地方連携

中国地方の団体やＪＲ西日本など民

間事業者等と連携した共同プロモーシ

ョンを実施

50 県内航空路線利用促 当初要求 萩・石見空港の東京線２便化の継続及び 商工労働部

進（観光振興）事業 32,000 大阪線の定期便運航再開に向けた観光誘客 [観光振興課]

↓ や石見地域の観光魅力づくりを推進

査定 ①旅行会社等と連携し、首都圏からの個

32,000 人観光客を対象とした旅行商品を造成

②民間主体による石見地域の新たな観光

メニューづくりを支援
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(単位:千円)

NO 区分 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

51 コンベンション誘致 当初要求 社会的・経済的波及効果が大きいコンベ 商工労働部

推進事業 52,000 ンション（大会、会議等）の誘致促進のた [商工政策課]

↓ め、主催者に対して開催経費を助成

査定 ①学会

52,000 ［対象］延べ宿泊者数100人以上

［助成額］

・国内学会

10万円～300万円

・国際学会

5,000円/人 上限700万円

②学会以外のコンベンション

［対象］

延べ宿泊者数100人以上（県西部

又は隠岐開催の場合は、50人以上）

［助成額］

・国内大会

10万円～100万円

・国際大会

2,500円/人 上限350万円

③平成29年度制度改正

上記①及び②について、下記のとお

り改正し、平成28年度から誘致に活用

［対象］

県西部又は隠岐開催の場合は、

延べ宿泊者数30人以上に拡大

［助成額］

②のうち国内大会については、上

限150万円に拡大
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Ⅰ 活力あるしまね
４．中小企業・小規模企業の振興

(単位:千円)

NO 区分 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

52 中小企業制度融資 当初要求 平成21年度に拡大した融資枠を確保し、 商工労働部

59,675,756 中小企業の資金繰り等を支援 [中小企業課]

↓ ①中小企業制度融資枠 650億円

査定 ②資金メニューの創設 【新規】

59,675,756 事業継続・承継に向けた経営改善を

支援するため、国の保証制度を活用し

た「経営改善サポート資金」を創設

53 新規 事業承継総合支援事 当初要求 経営者の高齢化や後継者不在による休廃 商工労働部

業 181,226 業が生じないよう、円滑な事業承継を進め [中小企業課]

↓ るため、関係機関と一体となって支援

査定 ①業界別持続化支援事業

167,653 組合等を通じて、構成員企業の事業

承継に係るビジョン作成や課題解決、

人材育成を支援

②事業承継セミナー事業

事業承継の啓発、促進のためのセミ

ナーの開催

③事業承継マンパワー支援事業

・事業承継推進員を７名配置し、案件

の掘り起こしから事業承継計画の策

定までを継続的に支援

・課題に応じて外部専門家を派遣

④新事業活動支援事業

事業承継を契機とした社内体制整備

や経営革新など新たな取組を支援

［助成率］

1/2、2/3（経営革新計画承認を受

ける場合）

［上限額］

100～400万円（テーマ数に応じて）

⑤事業承継推進コーディネーターの設置

支援体制を統括するコーディネータ

ーを設置

⑥制度融資による支援

事業継続・承継に向けた経営改善を

支援するため、国の保証制度を活用し

た「経営改善サポート資金」を創設（№

52再掲)
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(単位:千円)

NO 区分 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

54 地域商業等支援事業 当初要求 小売店舗の持続化や買い物不便対策を強 商工労働部

60,000 化するため、開業・事業承継の取組や移動 [中小企業課]

↓ 販売等を市町村とともに支援（市町村負担

査定 額と同額を助成）

60,000 ①小売店等の持続化経費を助成

［県助成率］ソフト1/3、ハード1/4

［県上限額］

100万円（買い物不便対策案件は

500万円）

②移動販売車の整備・運営費を助成

［県助成率］1/4（運営費は定額助成）

［県上限額］100万円（運営費は５万円）

③街路灯、アーケード等共同施設の整備

費を助成

［県助成率］1/4

［県上限額］500万円

55 中小企業中核技術者 当初要求 中小企業の基盤強化のため、生産現場の 商工労働部

育成事業 13,000 中核を担う技術者に対する研修を実施 [雇用政策課]

↓ ［対象］中小企業の中堅・若手技術者

査定 ［研修内容］

13,000 ・設計、品質管理、成分分析の講座等

・多能工育成等に関するセミナー
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Ⅰ 活力あるしまね
５．雇用・定住の促進

(単位:千円)

NO 区分 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

56 ふるさと島根定住推 当初要求 ふるさと島根定住財団を中心に、市町村 地域振興部

進事業 630,568 や関係団体との連携によりＵＩターンを促 [しまね暮ら

↓ 進 し推進課]

査定 ①情報発信

630,198 ・情報誌の発行、ふるさと情報登録の

充実

・ＵＩターン総合情報サイト「くらし

まねっと」による情報発信

②相談・人材誘致

・しまね定住サテライト（東京・大阪）

を拠点とした人材誘致機能の強化

・ＵＩターン県外巡回相談を実施

【新規】

・市町村が行う雇用創出の仕組みづく

りを支援

③交流・体験

・企業への就業体験を一定期間提供

し、県内への就業を支援

・産業体験や地域活動を行う者に対し

滞在費を助成

・島根の子どもたちの隠岐体験学習

④職業

・無料職業紹介の実施

・地域の実情を踏まえ、企業が行う雇

用機会を創出する取組を支援

⑤住居確保

・空き家情報の提供や住宅相談の実施

⑥受入体制強化

・市町村の定住支援員の配置などの体

制整備を支援

⑦地域の魅力づくり

・団体客誘致のための体験プログラム

開発等により、しまね田舎ツーリズ

ムの受入体制を強化

・地域づくり活動を行うＮＰＯやボラ

ンティア団体等に対し、初期経費や

新たな活動経費を助成

・教育移住の推進に向けた普及・啓発
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(単位:千円)

NO 区分 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

57 しまね定住推進住宅 当初要求 中山間地域・離島で定住者を受け入れる 土 木 部

整備支援事業 213,200 ための住宅の新築や空き家の改修・保全を [建築住宅課]

↓ 行う市町村に対し経費の一部を助成

査定 ［事業期間］Ｈ28～30

125,400 ［事業主体］市町村

［助成率］

・新築 1/5かつ3,500千円／戸以内

（離島 4,000千円）

・空き家改修

1/2かつ3,500千円／戸以内

（離島 4,000千円）

・空き家利用促進及び適正管理への支

援

動産の処分、ハウスクリーニング、

適正管理に要する経費の一部を助成

- 30 -



(単位:千円)

NO 区分 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

58 産業人材確保対策事 当初要求 大学生等の県内企業への就職促進及び県 商工労働部

業 212,150 内企業等が求める専門人材をＵＩＪターン [雇用政策課］

↓ により確保

要求見直し ①大都市圏での就職フェア等の開催

205,604 【新規】

↓ 東京、大阪、広島において就職イベ

査定 ントを開催

161,707 ［就活生向け］

[うちH27.2補正計上] ・しまね企業ガイダンス

56,000 県内企業の情報提供と交流会を

セットにしたガイダンス

・しまね就職フェア

県内企業による就職面接会

［低学年次向け］

・しまね企業交流セミナー

県内で活躍する企業人によるセ

ミナー、学生と企業の交流会

②企業の情報発信力強化への支援【新規】

企業が魅力あるホームページづくり

に取り組むためのセミナーの開催とセ

ミナー受講後の相談対応を実施

③県内の高校生、大学生等のインターン

シップ参加者への助成

［助成内容］

・高校生 宿泊費・旅費

・大学生等 宿泊費（1/2)

・ＩＴ技術を学ぶ大学生等

宿泊費（1/2)

技能習得支援金 2,000円/日

④都市部のプロフェッショナル人材の県

内への移転を促すための「プロフェッ

ショナル人材戦略拠点」を運営

⑤人材確保育成コーディネーターの配置

【新規】

県内就職の促進、企業や地域での人

材育成や職場定着への取組を支援する

ため、東部に２名、西部に３名配置
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(単位:千円)

NO 区分 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

59 若年者職場定着支援 当初要求 職場定着を図るため、若年者から中堅・ 商工労働部

事業 67,711 幹部層の研修を実施するとともに企業が取 [雇用政策課]

↓ り組む人材育成を支援

要求見直し ①企業が実施する研修への支援 【新規】

73,191 人材育成に係る計画に基づき研修を

↓ 実施した場合に研修経費等を助成

査定 ［対象］

73,191 県内に主たる事務所を有する中小

企業

［助成内容］

・研修経費（1/2）

・研修支援費

参加者１人当たり800円／時間

［上限額］

10万円／人かつ100万円／社

②新入社員研修

内定後、就職直後・半年後に社会人

としての心構え、ビジネスマナー等に

関する研修を実施

③若手社員研修

離職率が高い入社２～３年目の社員

を対象に、職場定着のための研修を実

施

④中堅社員研修

中堅社員を対象に、リーダーシップ

や部下育成等に関する研修を実施

⑤経営者研修

人を大切にする経営や魅力ある職場

づくりを学ぶ「人財塾」を開催

⑥職場定着・育成プログラムの策定支援

社員定着に向けた実践的なプログラ

ムの策定を支援するため、専門家の派

遣等を実施

60 新規 中山間地域・離島で 当初要求 島根県育英会等の奨学金を受給している 総 務 部

の資格取得促進事業 306,150 若者等が中山間地域・離島で地域住民の生 [総 務 課]

↓ 活維持に必要な業種に就職し、実務を通じ

査定 て業種に関連する国家資格を取得した場合

306,150 に、奨学金の償還の一部又は全額を免除
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(単位:千円)

NO 区分 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

61 若年者雇用対策事業 当初要求 若年者の県内就職と職業的自立を促進 商工労働部

113,166 ①ジョブカフェしまねの運営 [雇用政策課]

↓ 若年者の県内就職を促進するため、

査定 職業相談から就職後のフォローアップ

113,166 までワンストップサービスで支援

［設置場所］松江市、浜田市

②しまね若者サポートステーションの運

営

ニート等の若年無業者の職業的自立

を促進するため、職業相談から就労、

フォローアップまで一貫して支援

［設置場所］松江市、浜田市

③就労体験の支援

就業経験の浅い若年未就業者に対し

て、企業等における就労体験の機会を

提供

［体験期間］

・長期体験 ３ヶ月～１年

・短期体験 ５日～１か月

［体験者への助成内容］

・長期体験 12万円/月

・短期体験 奨励金 2,400円/日

［受入先への助成内容］

・長期体験 ３万円/月

・短期体験 6,000円/回

62 困難を有する子ども 当初要求 ひきこもりなど社会生活を営む上で困難 健康福祉部

・若者支援事業 8,617 を有する子どもや若者の自立に繋がる市町 [青少年家庭課]

↓ 村の取組を支援

要求見直し ①農業体験による社会での自立に繋がる

25,127 仕組みづくりをモデル的に実施【新規】

↓ ［実施箇所］２か所

査定 ②圏域における支援拠点として、居場所

25,127 の確保や社会体験などの取組を行う市

町村を支援 【新規】

［助成率］1/2

③圏域ごとに関係機関をつなぐネットワ

ークの構築を支援
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(単位:千円)

NO 区分 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

63 新規 障がい者の農業分野 当初要求 障がい者福祉施設の職業指導者に対する 農林水産部

での就労機会の確保 1,540 農作業指導方法のスキルアップに向けた研 [農業経営課]

↓ 修等を実施（№15一部再掲）

査定

1,540

[うちH27.2補正計上]

1,540

64 障がい者就労支援事 当初要求 障がい者の就労を通じた自立支援のた 健康福祉部

業 151,440 め、支援拠点を中心に支援ネットワークを [障がい福祉課]

↓ 構築して就労移行の促進を図るとともに、

査定 就労支援事業所の工賃向上に向けた支援を

151,440 推進

①障害者就業・生活支援センターの運営

障がい者の生活支援を行う生活支援

員と雇用・実習の場の拡大を行う障が

い者雇用促進支援員を配置

②就労を促進するために、障がい者と事

業主双方のニーズ調査を実施 【新規】

③就労事業振興センターの運営

・商品の共同販売、人材育成、アドバ

イザー派遣等を実施

・受注拡大のためのコーディネーター

を配置

・農業経営体と障がい者施設等のマッ

チングを支援

④就労機器購入費の助成

65 障がい者の雇用促進 当初要求 障がい者の適性と能力に応じた雇用機会 商工労働部

・安定事業 84,926 を確保し、障がい者の雇用を促進 [雇用政策課]

↓ ①障がい者が就職に必要な知識や能力を

査定 習得するための職業訓練を実施

84,926 ・東部高等技術校介護サービス科

・西部高等技術校総合実務科

②障がい者委託訓練

企業等に委託して職業訓練を実施

③訓練手当

雇用保険の受給資格がない障がい者

等に対して訓練手当を支給し、職業訓

練の受講を支援

④特例子会社等の設立支援

⑤障がい者雇用促進・啓発
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(単位:千円)

NO 区分 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

66 障がい者就業支援事 当初要求 特別支援学校高等部卒業者等を特別支援 教育委員会

業 57,013 学校の非常勤嘱託員として雇用し、企業に [特別支援教

↓ 近い形で勤務しながら職業能力や職業意識 育課]

査定 を身につけ数年以内の一般就労を目指す。

57,013 ［実施校］

松江・出雲・浜田・石見・隠岐・松

江清心養護学校、盲学校、松江・浜田

ろう学校

67 特別支援学校職業教 当初要求 特別支援学校に進路指導の代替講師を配 教育委員会

育・就業支援事業 11,592 置し、卒業生のアフターケア、在校生の職 [特別支援教

↓ 場体験受入先の開拓など、希望や適性に応 育課]

査定 じた進路先の確保やその定着を推進

11,592 ［実施校］

松江、出雲 12ｈ/週×35週

浜田、石見、益田 10ｈ/週×35週

隠岐 ６ｈ/週×35週

68 中高年齢者の就職相 当初要求 中高年齢者の就職相談窓口を設置し、就 商工労働部

談・職業紹介事業 34,713 職希望者と企業ニーズのマッチングを促進 [雇用政策課]

↓ ［設置場所］松江市、浜田市

査定 ［事業内容］

34,713 求職者の総合相談、無料職業紹介、

セミナーの開催、就職者のフォロー
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Ⅰ 活力あるしまね
６．産業基盤の維持・整備

(単位:千円)

NO 区分 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

69 山陰道の整備促進 当初要求 山陰道の下記区間などの早期開通を目指 土 木 部

（直轄事業負担金） 5,333,334 して整備を促進 [高速道路推

↓ ・Ｈ28 浜田三隅道路（「西村－石見三 進課]

要求見直し 隅」間）の開通

5,383,334 ・Ｈ29 朝山大田道路の開通

↓ ・Ｈ30 多伎朝山道路の開通

査定 ※開通時期は、用地取得などが速やか

5,383,334 に完了する場合

［うちH27.2補正計上］

50,000

70 新規 浜田港の機能充実 当初要求 国際貿易港として効率性の高い荷役作業 土 木 部

（特別会計） 593,600 を確保するため、浜田港の港湾施設を整備 [港湾空港課]

↓ （№11再掲）

査定 ・コンテナ貨物の荷役作業効率化のため

593,600 ガントリークレーンを整備

［事業期間］Ｈ28～29

［総事業費］11億円

・コンテナ貨物の保管倉庫を改修

71 新規 浜田地区水産振興対 債務負担行 浜田漁港の水揚げ量の回復及び圏域の経 農林水産部

策事業 為 済活性化に高い効果が見込まれる高度衛生 [漁港漁場整

管理型荷さばき施設の整備費の一部を助成 備課]

（№36再掲）

［事業主体］浜田市

［事業期間］Ｈ28～32

［総事業費］45億円

［支援内容］

国庫補助（補助率2/3）及び過疎対

策事業債を活用した上で、市の実負担

の1/2を助成

［債務負担行為］

設定額 225,000千円（Ｈ29～33）
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(単位:千円)

NO 区分 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

72 県内航空路線の維持 当初要求 県内航空路線の維持・充実を図るため、 地域振興部

・充実事業 147,272 県内３空港の利用促進協議会が実施する利 [交通対策課]

↓ 用促進策を支援

査定 萩・石見空港東京線、出雲縁結び空港

147,272 名古屋線等の利用率向上対策

［事業内容］

旅行商品の造成支援、ＰＲ等

73 萩・石見空港東京線 当初要求 「羽田発着枠政策コンテスト」による東 地域振興部

２便化支援事業 18,550 京線の増便を受け、全日本空輸(株)の運航 [交通対策課］

↓ 経費の一部を、萩・石見空港利用拡大促進

査定 協議会と協調して支援

18,550 ［支援内容］

利用拡大促進協議会の幹事市町が発

行する過疎対策事業債（ソフト分）の

元利償還額（実負担）の一部を助成

74 国際チャーター便支 当初要求 外国からの観光誘客を図るため、県内空 地域振興部

援事業 8,185 港を利用する国際チャーター便を支援 [交通対策課］

↓ ①航空会社に対する着陸料・航行援助施

査定 設利用料の助成

8,185 ［助成率］3/4（上限20万円/回）

②旅行会社に対する旅行商品造成の支援

［助成額］

5,000円/島根県内宿泊のツアー客
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(単位:千円)

NO 区分 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

75 隠岐航路運航維持事 当初要求 隠岐島民の生活を支え、観光振興に不可 地域振興部

業 149,384 欠な隠岐の海上交通確保を図るため、船舶 [交通対策課]

↓ の導入や運航に要した経費の一部を助成

査定 ①船舶の導入に対する支援

149,384 フェリーおきの購入、超高速船及び

島前内航船整備に要する財源として、

隠岐４町村が借り入れた過疎対策事業

債の元利償還金の一部を助成

②船舶の運航に対する支援

・島前内航船運航支援

島前町村組合が運航する島前内航

船の運航費にかかる毎年度の欠損額

の一部を助成

・超高速船運航支援

超高速船レインボージェットの安

定的な運航を図るため、指定管理料

に対する隠岐４町村の実負担の一部

を助成

［運航主体］隠岐汽船（株）

船舶を所有する隠岐広域連合か

らの指定管理
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Ⅱ 安心して暮らせるしまね
１．安全対策の推進

(単位:千円)

NO 区分 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

76 原子力防災・安全対 当初要求 原子力災害の発生に備え、要配慮者屋内 防 災 部

策事業 2,539,062 退避施設等の放射線防護設備の整備、環境 [原子力安全

↓ 放射線等監視、住民避難体制等を充実 対策課]

要求見直し ①要配慮者屋内退避施設等の確保

2,419,062 ・放射線防護設備の整備

↓ ②モニタリング機能の強化

査定 ・テレメータシステムの機器更新、衛

2,419,062 星回線化

[うちH27.2補正計上] ・大気中放射性物質測定機器の更新

1,110,000 ③２県６市による防災訓練の実施

初動対応、住民避難、緊急時モニタ

リング等

④普及啓発の実施

広報誌やパンフレット等の作成配

布、講演会の開催など

77 防災行政無線の整備 当初要求 県防災行政無線（衛星系、端末系）の老 防 災 部

2,538,000 朽化に伴い、デジタル化及びＩＰ化更新を [消防総務課]

↓ 実施

査定 ［事業期間］Ｈ27～29

2,538,000 ［Ｈ28実施内容］

・県機関等設備 2,097,542

・市町村・消防本部設備 440,458
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(単位:千円)

NO 区分 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

78 震災・風水害等災害 当初要求 東日本大震災等を踏まえて改訂した地域 防 災 部

対策事業 78,247 防災計画に沿って、地域住民と一体となっ [防災危機管

↓ て災害に備えた対策を実施 理課]

査定 ①防災訓練の実施

78,247 （情報伝達、避難訓練、応急対策等）

・広域的大規模災害を想定した実働訓

練

・中国５県共同防災訓練

②防災研修の開催等

・地域防災人材育成研修

・自主防災組織のリーダー等への研修

や防災安全講演会を開催

③防災備蓄物資の更新・補充

・防災備蓄物資整備計画で想定する備

蓄物資を更新・補充

④市町村等の防災力向上支援

・津波被害想定の見直しを実施【新規】

79 消防職員・消防団員 当初要求 消防活動の充実強化、地域防災力の向上 防 災 部

活動強化事業 69,585 を図るため、消防職員・消防団員の教育訓 [消防総務課]

↓ 練等を実施、地域の取組を支援

要求見直し ①消防学校における教育訓練

69,385 ・消防職員・消防団員に対し、消防知

↓ 識や技術の向上を図るための教育訓

査定 練を実施

69,385 ②消防団地域防災力向上研修

・消防団等充実強化法で示された消防

団の指導的役割の発揮を支援するた

め、必要な知識や技術の習得につな

がる各種研修を実施

③消防団と住民の連携による地域防災力

向上事業 【新規】

・消防団と住民が連携して行う避難訓

練や避難所運営訓練を支援

・機能別分団や女性分団の創設による

消防団員確保の取組を支援
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(単位:千円)

NO 区分 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

80 建築物等地震対策促 当初要求 国の新耐震基準導入（昭和56年）以前に 土 木 部

進事業 9,800 建築された木造住宅の耐震化を促進するた [建築住宅課］

↓ め、補強計画策定や改修等の経費を助成

査定 ［実施主体］市町村

9,800 ［上限額］

・補強計画策定 100,000円/戸

・耐震改修 206,000円/戸

・解体 100,000円/戸

81 緊急輸送道路沿いの 当初要求 地震災害時に人命救助活動等に必要な物 土 木 部

特定建築物に対する 11,023 資、要員等の広域的な緊急輸送を行う道路 [建築住宅課］

耐震診断助成事業 ↓ を閉塞させるおそれのある建築物の耐震診

査定 断経費の一部を助成

11,023 ［対象施設］

国の新耐震基準導入（昭和56年）以

前に建築された緊急道路沿いで３階建

以上かつ1,000㎡を超える特定建築物

［負担割合］国1/3、県1/3、事業者1/3

［上限額］1,030円/㎡～2,060円/㎡以内

82 要緊急安全確認建築 当初要求 地震発生時に特に安全性が求められる不 土 木 部

物に対する耐震改修 173,041 特定多数の者が利用する大規模な建築物の [建築住宅課］

助成事業 ↓ 耐震改修費の一部を助成

査定 ［対象施設］

173,041 国の新耐震基準導入（昭和56年）以

前に建築された不特定多数の者が利用

する大規模建築物

［負担割合］国1/3､県1/6､市町村1/6

［上限額］50,300円/㎡以内

83 風雪害等による農業 当初要求 風雪害等に備え、農業施設等の復旧費に 農林水産部

施設等復旧対策事業 300,000 対する助成枠を計上 [農産園芸課]

↓

査定

300,000

84 農畜産物の放射性物 当初要求 福島第一原子力発電所事故の影響による 農林水産部

質検査等事業 45,630 県産肉用牛の風評被害の防止や安全性を確 [畜 産 課]

↓ 認するため、県内でと畜する肉用牛全頭に

査定 ついて放射性セシウム検査を実施

45,630
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(単位:千円)

NO 区分 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

85 新型インフルエンザ 当初要求 新型インフルエンザ等の感染症発生時に 健康福祉部

対策事業 279,809 適切に対処するための体制整備 [薬事衛生課]

↓ ①初動対応体制の確保

査定 帰国者接触者相談センターの設置、

279,809 ウイルス検査及び感染拡大防止対策経

費

②空床確保

県の要請により重症患者等の受入れ

のために空床を確保した医療機関を支

援

③抗インフルエンザ薬の備蓄

平成28年度に使用期限の到来等によ

り必要となる抗インフルエンザ薬の購

入 【新規】

［債務負担行為の設定］

・平成29年度に使用期限の到来等に

より必要となる抗インフルエンザ

薬の購入

・設定額 102,952千円（Ｈ28～29）

86 消費者行政推進事業 当初要求 消費者相談体制の強化、消費者被害の防 環境生活部

35,000 止等に向けた取組を強化 [環境生活総

↓ ①県事業 務課]

査定 ・消費者教育・普及啓発の推進

35,000 ②市町村事業（市町村への助成）

・市町村の消費者相談窓口の機能強化

87 島根県民会館整備費 当初要求 災害時の避難施設として使用される県民 環境生活部

667,442 会館の耐震補強工事を実施するとともに不 [文化国際課]

↓ 足している設備を増設

査定 ［事業期間］平成28年１月～10月

667,442 ［実施内容］

・躯体の補強

・大・中ホールの吊り天井改修

・エレベーター設置

・トイレの増設 等
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(単位:千円)

NO 区分 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

88 警察署等整備事業 当初要求 ①機動隊の移転改築 770,470 警 察 本 部

191,614 ・総事業費：約25.9億円

↓ （うち国整備分：約15.5億円、県整

要求見直し 備分：約10.4億円）

954,776 ・Ｈ28:用地取得、実施設計等

↓ ・Ｈ29～32：土地造成、建設工事

査定 Ｈ32：新庁舎へ移転

954,776 ②交番・駐在所の整備 184,306

・老朽化した交番、駐在所を計画的に

整備

・新築２か所、用地取得１か所

89 家畜保健衛生所整備 当初要求 江津家畜保健衛生所の川本合同庁舎への 農林水産部

事業 91,321 移転整備 [畜 産 課]

↓ ［事業期間］Ｈ26～28

査定

91,321

90 貯水槽及び緊急遮断 当初要求 島根県地域防災計画において、災害時の 総 務 部

弁整備事業 182,267 活動の中枢施設等に位置づける県庁舎等に [管 財 課]

↓ 貯水槽及び緊急遮断弁を整備

査定 ［事業期間］Ｈ27～28

182,267 ［Ｈ28実施施設］

隠岐、松江、雲南、浜田、益田合庁

91 県有施設長寿命化推 当初要求 県有施設の長寿命化を図りながら、施設 総 務 部

進事業 2,264,835 修繕費を平準化するため維持保全計画を策 [管 財 課]

↓ 定し計画的な修繕を実施

査定 ①施設の維持修繕 2,249,221

2,264,835 （Ｈ28から警察本部も対象に加える）

②維持保全計画を作成 15,614

［計画策定時期］

教育委員会 Ｈ27～28
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Ⅱ 安心して暮らせるしまね
２．健康づくりと福祉の充実

(単位:千円)

NO 区分 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

92 地域包括ケア推進事 当初要求 高齢者が可能な限り住み慣れた地域で自 健康福祉部

業 353,937 立した日常生活を営むことができるよう、 [高齢者福祉課]

↓ 医療、介護、予防等のサービスを切れ目な

査定 く提供する「地域包括ケアシステム」の構

351,937 築に向けた市町村の取組を支援

①雲南・県央・益田圏域における在宅医

療と介護の連携に向けた市町村の取組

を保健所がコーディネート 【新規】

②市町村における地域包括支援センター

の運営や介護予防事業の実施等の取組

を交付金で支援

93 医療介護総合確保促 当初要求 医療介護総合確保促進基金を活用し、介 健康福祉部

進事業（介護分） 873,878 護施設の整備や介護人材の確保に向けた取 [高齢者福祉課]

（国基金事業） ↓ 組を支援

査定 ①介護施設等の整備

873,878 ・地域密着型サービス施設等の整備費

を助成

・特別養護老人ホーム等のプライバシ

ー保護のための改修費を助成

・介護療養型医療施設から介護老人保

険施設等への転換のための整備費を

助成

・介護保険施設等の開設準備経費を助

成

②介護人材の確保

・訪問看護ステーションにおける潜在

看護師の雇用に係る経費を助成

・新任介護職員を対象とした介護資格

取得を支援

③介護職員のキャリア向上

・介護支援専門員等の研修を支援

・現任介護職員の看護資格取得を支援

④介護人材の育成

・認知症ケアのための人材育成

・在宅医療と介護の連携のための研修

会等を開催
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(単位:千円)

NO 区分 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

94 介護人材確保・定着 当初要求 高齢化の進展や介護人材の不足に対応す 健康福祉部

事業 171,749 るため、将来を見据えた計画的な福祉・介 [地域福祉課]

（一部国基金事業） ↓ 護人材確保を図るための対策を実施（№93 [高齢者福祉課]

査定 一部再掲）

389,761 ①意識啓発の推進

［うちH27.2補正計上］ ・介護の魅力を発信するイベントの開

218,012 催

・中高生の介護施設での職場体験を実

施

②人材の確保

・介護福祉士養成施設の学生等への修

学資金の事業期間を延長し、平成30

年度分までの資金を県社会福祉協議

会に補助

・離職した介護人材への再就職準備金

の貸付制度を創設 【新規】

・中山間地域・離島で行う介護福祉士

実務者研修のスクーリングに係る経

費を助成

・訪問看護ステーションにおける潜在

看護師の雇用に係る経費を助成

・新任介護職員を対象とした介護資格

取得を支援

・未就業女性や中高年男性等を対象と

した介護資格取得を支援

③人材の定着

・現任介護職員の看護資格取得を支援

・現任介護職員を介護福祉士実務者研

修に派遣する間の代替職員経費を助

成

95 新規 介護サービス提供支 当初要求 中山間地域・離島のサービス提供困難地 健康福祉部

援事業 49,410 域で、訪問入浴介護や通所介護を行う上で [高齢者福祉課]

↓ 必要となる福祉車両の購入費の一部を助成

要求見直し ［補助対象］訪問入浴車両・送迎車両

43,084 ［基準額］5,000千円

↓ ［負担割合］

査定 県1/4、市町村1/4、事業者1/2

32,500
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(単位:千円)

NO 区分 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

96 療養病床再編推進事 当初要求 医療機関が医療療養病床を介護施設等へ 健康福祉部

業 24,500 転換する場合の整備費の一部を助成 [高齢者福祉課]

↓ ［助成先］１病院

査定

24,500

97 新規 障がい者の農業分野 当初要求 障がい者福祉施設の職業指導者に対する 農林水産部

での就労機会の確保 1,540 農作業指導方法のスキルアップに向けた研 [農業経営課]

↓ 修等を実施（№15一部再掲）

査定

1,540

［うちH27.2補正計上］

1,540

98 障がい者就労支援事 当初要求 障がい者の就労を通じた自立支援のた 健康福祉部

業 151,440 め、支援拠点を中心に支援ネットワークを [障がい福祉課]

↓ 構築して就労移行の促進を図るとともに、

査定 就労支援事業所の工賃向上に向けた支援を

151,440 推進（№64再掲）

①障害者就業・生活支援センターの運営

障がい者の生活支援を行う生活支援

員と雇用・実習の場の拡大を行う障が

い者雇用促進支援員を配置

②就労を促進するために、障がい者と事

業主双方のニーズ調査を実施 【新規】

③就労事業振興センターの運営

・商品の共同販売、人材育成、アドバ

イザー派遣等を実施

・受注拡大のためのコーディネーター

を配置

・農業経営体と障がい者施設等のマッ

チングを支援

④就労機器購入費の助成

99 障がい者就業支援事 当初要求 特別支援学校高等部卒業者等を特別支援 教育委員会

業 57,013 学校の非常勤嘱託員として雇用し、企業に [特別支援教

↓ 近い形で勤務しながら職業能力や職業意識 育課]

査定 を身につけ数年以内の一般就労を目指す。

57,013 （№66再掲）

［実施校］

松江・出雲・浜田・石見・隠岐・松

江清心養護学校、盲学校、松江・浜田

ろう学校
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(単位：千円)

NO 区分 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

100 特別支援学校職業教 当初要求 特別支援学校に進路指導の代替講師を配 教育委員会

育・就業支援事業 11,592 置し、卒業生のアフターケア、在校生の職 [特別支援教

↓ 場体験受入先の開拓など、希望や適性に応 育課]

査定 じた進路先の確保やその定着を推進（№67

11,592 再掲）

［実施校］

松江、出雲 12ｈ/週×35週

浜田、石見、益田 10ｈ/週×35週

隠岐 ６ｈ/週×35週

101 障がいを理由とする 当初要求 障がいを理由とする差別の解消に向けた 健康福祉部

差別解消推進事業 9,499 取組を推進 [障がい福祉課]

↓ ①「あいサポート運動」による普及啓発

査定 ・研修講師（メッセンジャー）の養成

9,499 研修

・メッセンジャースキルアップ研修の

実施

・企業等に対するあいサポート企業・

団体の認定

②相談体制の整備 【新規】

・相談対応のための相談員配置

・相談事案の共有を図るための地域差

別解消支援協議会の設置

102 在宅心身障がい児援 当初要求 重症心身障がい児（者）等の在宅生活を 健康福祉部

護事業 69,094 支援するための対策を実施 [障がい福祉課]

↓ ①巡回等療育支援事業

要求見直し 巡回又は送迎により重症心身障がい

66,024 児（者）へのサービスを提供する事業

↓ 所へ経費を助成

査定 ②サービス基盤整備事業

66,024 重症心身障がい児（者）を受け入れ

るために看護職員等を雇用する事業所

へ経費を助成

③その他

関係団体への活動支援、支援者研修

会の開催
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(単位:千円)

NO 区分 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

103 発達障がい者支援体 当初要求 ライフステージに応じた発達障がい者の 健康福祉部

制整備事業 65,580 支援を行うため、発達障害者支援センター [障がい福祉課]

↓ を中心として対策を実施

査定 ①本人及び家族への支援

65,580 本人等への専門的な相談支援、ペア

レントメンターの養成、成人期の自立

や就労支援のための研修

②市町村を中心とした体制整備への支援

地域支援マネージャーによる専門的

な指導・助言

③人材育成及び県民への普及啓発

保育士や事業所職員等の専門研修、

啓発フォーラムの開催

104 障がい者施設等整備 当初要求 障がい者の自立した生活のため、住まい 健康福祉部

事業 338,978 の場としてのグループホーム整備や日中活 [障がい福祉課]

↓ 動の場としての通所事業所整備を支援

査定 ［箇所数］10か所

338,978 ［負担割合］国1/2、県1/4

105 食育推進基盤整備事 当初要求 健康を支える食育についての体験活動や 健康福祉部

業 8,234 情報提供、普及啓発等を推進 [健康推進課]

↓ ①スーパーを食の情報発信、実践のため

査定 の拠点とし、毎月19日の「食育の日」

8,234 に啓発を実施 【新規】

②「しまね食育情報総合サイト」を活用

し、学生と共同で若い世代の興味を引

く食の情報を発信 【新規】

③県内５か所の薬局に、管理栄養士によ

る食の相談窓口を設置 【新規】

④毎月19日の食育の日、６月の食育月間

のＰＲ等による普及啓発を実施

⑤市町村等の栄養士、民間企業、団体、

等を対象とした人材育成のための研修

を実施

⑥健康づくり応援店拡大による栄養情報

の提供を通じた食生活の改善

⑦郷土食、伝統食の継承のための啓発
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Ⅱ 安心して暮らせるしまね
３．医療の確保

(単位:千円)

NO 区分 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

106 医療介護総合確保促 当初要求 医療介護総合確保促進基金を活用し、医 健康福祉部

進事業（医療分） 1,188,184 療従事者の確保対策等の取組を推進 [医療政策課]

（国基金事業） ↓ １ 医師確保対策 [健康推進課]

要求見直し 医師を『呼ぶ』『育てる』『助ける』対策 [高齢者福祉課]

1,174,957 ①全国から医師を呼び県内医療機関視察 [薬事衛生課]

↓ ツアーを実施

査定 ②医学生向け奨学金の貸与

1,174,592 ③島根大学医学部等における医師の養成

を支援

・島根大学医学部に寄附講座を設置

・鳥取大学医学部の研修・教育環境整

備

④しまね地域医療支援センターにおける

若手医師のキャリア形成や診療科単位

のネットワーク形成等を支援

⑤過疎地域・離島の病院等における医師

の赴任・定着を促すための勤務環境改

善等の取組を支援

⑥産科医師に分娩業務手当を支給する医

療機関を支援

２ 看護職員確保対策

①看護学生向け修学資金の貸与枠を拡充

し、「過疎地域・離島枠（20人）」を創

設 【新規】

［貸与枠］40人→60人

②島根県立大学に緩和ケア認定看護師の

養成コースを開設 【新規】

③病院の院内保育所運営費を助成

④民間看護師等養成所の運営費を助成

３ 在宅医療の推進

①条件不利地域で在宅医療を行う病院や

訪問看護ステーション等の運営を支援

②在宅医療の質の向上のための訪問診療

用機器・車両等の整備を行う診療所等

を支援

③在宅緩和ケアを行う開業医の研修を実

施
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(単位:千円)

NO 区分 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

107 地域医療を支える医 当初要求 中山間地域・離島及び産科、小児科等の 健康福祉部

師確保養成対策事業 905,715 特定診療科における深刻な医師不足に対応 [医療政策課]

（一部国基金事業） ↓ するため、医師確保養成対策を実施

要求見直し １ 継続事業分 369,976

892,526 ①現役の医師を『呼ぶ』対策

↓ ・全国からの医師招聘に向けた情報収

査定 集や県外医師との出張面談

892,526 ・地域医療機関での勤務を前提に県立

病院での専門研修

②地域医療を担う医師を『育てる』対策

・県内の地域医療に携わる意志のある

医学生向け奨学金

・中高生の医療現場体験の実施

・自治医科大学運営費の負担

③地域勤務医師を『助ける』対策

・公立産科病院に対する支援

・県立病院から代診医を派遣

２ 医療介護総合確保促進事業（医療分）

（№106一部再掲） 522,550

医師を『呼ぶ』『育てる』『助ける』対策

①全国から医師を呼び県内医療機関視察

ツアーを実施

②医学生向け奨学金の貸与

③島根大学医学部等における医師の養成

を支援

・島根大学医学部に寄附講座を設置

・鳥取大学医学部の研修・教育環境整

備

④しまね地域医療支援センターにおける

若手医師のキャリア形成や診療科単位

のネットワーク形成等を支援

⑤過疎地域・離島の病院等における医師

の赴任・定着を促すための勤務環境改

善等の取組を支援

⑥産科医師に分娩業務手当を支給する医

療機関を支援
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(単位:千円)

NO 区分 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

108 看護職員等確保対策 当初要求 必要な医療提供体制を確保するため、看 健康福祉部

（一部国基金事業） 661,720 護職員の確保対策を実施 [医療政策課]

↓ １ 継続事業分 379,873 [健康推進課]

査定 ①県内進学の促進

661,720 県立高等看護学院（松江・石見）の

運営

②県内就業の促進

県内就業を目指す看護学生に修学資

金を貸与

③離職防止

新人看護職員向けの研修や離職防止

の取組への支援

④再就業の促進

・県ナースセンターにより潜在看護師

等を対象とした無料職業紹介を実施

・再就業支援講習会等を開催

⑤資質の向上

・新人職員から管理者まで様々な段階

において看護師等への研修を実施

・医療施設間における期間限定での助

産師出向・受入れを支援

２ 医療介護総合確保促進事業（医療分）

（№106一部再掲） 281,847

①看護学生向け修学資金の貸与枠を拡充

し、「過疎地域・離島枠（20人）」を創

設 【新規】

［貸与枠］40人→60人

②島根県立大学に緩和ケア認定看護師の

養成コースを開設 【新規】

③病院の院内保育所運営費を助成

④民間看護師等養成所の運営費を助成
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(単位:千円)

NO 区分 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

109 しまねがん対策強化 当初要求 質の高い医療の実現、がんの予防及び早 健康福祉部

事業 89,548 期発見の推進を図るため、総合的ながん対 [医療政策課]

（一部国基金事業） ↓ 策を実施 [健康推進課]

査定 １ 継続事業分 70,036

89,548 ①がん検診受診の促進

がん検診の周知やきっかけづくりな

ど、市町村・検診機関等と一体となっ

た取組を実施

②がん医療水準の向上

・がん診療連携拠点病院の機能強化に

対する支援

・小児がん診療体制・医療連携体制構

築に向けたワーキンググループを開

催

③緩和ケアの推進

圏域ごとの緩和ケアネットワークの

取組を支援

④患者等への支援

・がんサポートブックの更新

・患者団体の意見交換会、研修会の開

催

・がん患者の就職相談等就労支援を実

施

・がん患者就労支援連絡会議の開催

⑤がん教育の推進

・保健所から学校への出前授業等を実

施

・学校で効果的な授業を行うための調

査、研究を実施

２ 医療介護総合確保促進事業（医療分）

（№106一部再掲） 19,512

①島根県立大学に緩和ケア認定看護師の

養成コースを開設 【新規】

②在宅緩和ケアを行う開業医の研修を実

施
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Ⅱ 安心して暮らせるしまね
４．結婚・出産・子育て支援の充実

(単位:千円)

NO 区分 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

110 新規 第１子・第２子に係 当初要求 若い子育て世帯等における３歳未満の第 健康福祉部

る保育料軽減事業 349,094 １子・第２子に係る保育料を軽減するため [青少年家庭課]

↓ の市町村交付金を創設

要求見直し ［基準額］国が定める保育料の基準額

332,093 ［交付率］基準額の1/3

↓ ［対象とする所得階層］

査定 第２階層～第４階層（所得割課税額

332,093 97,000円未満）

［負担割合］県10/10

111 第３子以降保育料軽 当初要求 ３歳未満の第３子以降の児童に係る保育 健康福祉部

減事業 146,529 料を軽減する市町村を支援 [青少年家庭課]

↓ ［基準額］国が定める保育料の基準額

要求見直し ［補助率］第２～４階層 基準額の2/3

125,224 第５～８階層 基準額の1/2

↓ ［負担割合］県1/2、市町村1/2

査定

125,224

112 新規 待機児童ゼロ化事業 当初要求 年度途中の入所希望に対応するため、保 健康福祉部

33,264 育定員を増やして受入体制を拡充する私立 [青少年家庭課]

↓ 保育所等を支援

査定 ［対象］

33,264 待機児童が発生している市町村の私

立保育所等

［基準額］

受入可能な０歳児の数に応じて人件

費を助成

・３人の受入可能 200千円/月

・２人の受入可能 132千円/月

・１人の受入可能 66千円/月

［負担割合］県1/2、市町村1/2
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(単位:千円)

NO 区分 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

113 新規 病児保育促進事業 当初要求 病児・病後児保育の開設を促進するた 健康福祉部

10,000 め、開設経費の一部を国制度に上乗せして [青少年家庭課]

↓ 助成

要求見直し ①国制度

13,000 ［基準額］4,000千円

↓ ［負担割合］国1/3、県1/3、市町村1/3

査定 ②県制度

20,000 ［基準額］4,000千円

［負担割合］

県1/3、市町村1/3、事業者1/3

［対象経費］施設・設備の整備費

114 放課後児童クラブ施 当初要求 放課後児童クラブの拡充、充実を図るた 健康福祉部

設整備事業 61,431 め、施設整備費の一部を助成 [青少年家庭課]

↓ ［箇所数］７か所

査定 ［負担割合］国1/3、県1/3、市町村1/3

61,431

115 新規 しまね結婚・子育て 当初要求 出生数を増やすために市町村が取り組む 健康福祉部

市町村交付金 150,000 「結婚支援」「妊娠・出産支援」「子育て支 [青少年家庭課]

↓ 援」の経費の一部を助成

査定 ［基準額］

150,000 子どもや女性の数に応じて市町村ご

との基準額を設定

［補助率］1/2

116 しまねすくすく子育 当初要求 子育て環境の充実を図るために市町村や 健康福祉部

て支援事業 143,000 ＮＰＯが取り組む「島根らしいきめ細かな [青少年家庭課]

↓ 子育て支援」の経費の一部を助成

要求見直し ①しまねすくすく子育て支援事業費交付

142,018 金（メニュー方式）

↓ 国庫補助の対象とならない小規模な

査定 保育や既存制度では対応できない子育

142,018 て家庭のニーズに対する市町村の取組

を支援

②民間団体支援事業

ＮＰＯ法人等のネットワーク化支

援、子育て家庭への情報発信等を実施
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(単位:千円)

NO 区分 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

117 子ども・子育て支援 当初要求 待機児童を解消するとともに、多様な保 健康福祉部

新制度事業 4,443,078 育・教育を受けることができるよう「量の [青少年家庭課]

↓ 拡充」と「質の向上」に向けた給付及び支 総 務 部

要求見直し 援事業を実施 [総 務 課]

4,683,715 ①施設型給付

↓ 私立保育所等の運営に要する経費の

査定 県負担分を市町村へ給付

4,683,715 ［負担割合］国1/2,県1/4,市町村1/4

[うちH27.2補正計上] ②地域型保育給付

83,601 20人未満の小規模保育等の運営に要

する経費の県負担分を市町村へ給付

［負担割合］国1/2,県1/4,市町村1/4

③地域子ども・子育て支援事業

一時預かり事業、延長保育事業、放

課後児童クラブ等に要する経費の県負

担分を市町村へ補助

［負担割合］国1/3,県1/3,市町村1/3

118 保育士の確保・定着 当初要求 保育環境の充実を図るため、保育士の確 健康福祉部

支援事業 91,688 保・定着に向けた取組を推進 [青少年家庭課]

↓ ①保育士の確保対策 総 務 部

要求見直し ・保育士養成施設の学生への修学資金 [総 務 課]

465,637 の貸与枠を拡充し、平成30年度分ま 教育委員会

↓ での資金を県社会福祉協議会に補助 [学校企画課]

査定 ［貸与枠］30人→60人

465,637 ・保育補助者の雇用及び資格取得を支

[うちH27.2補正計上] 援するための貸付制度を創設【新規】

434,876 ・潜在保育士の保育所への復帰を支援

するための貸付制度を創設 【新規】

・潜在保育士等の就業支援を行う、保

育士・保育所支援センターの運営経

費を助成

・保育士養成施設の学生等を対象とし

た就職説明会、県外ガイダンスを実

施

②保育士等の定着対策

・保育所や認定こども園等の勤務者が

必要とする資格の取得を幅広く支援

・放課後児童クラブに勤務する放課後

児童支援員等への研修を実施
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(単位:千円)

NO 区分 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

119 平成の縁結び応援事 当初要求 未婚・晩婚化対策として、縁結びボラン 健康福祉部

業 63,620 ティア「はぴこ」と連携し、総合的な結婚 [青少年家庭課]

↓ 対策を実施

要求見直し ①しまね縁結びサポートセンター事業

75,394 県内２か所に「しまね縁結びサポー

↓ トセンター」を設置し、男女の縁結び

査定 をサポート

75,394 ・結婚の相談や情報発信

・縁結びボランティア「はぴこ」の活

動支援

・婚活イベントやセミナーなどの実施

・婚活イベント等をコーディネートす

る人材の育成

・企業内、企業間での結婚支援を行う

企業内「はぴこ」の設置、養成

②結婚ポジティブキャンペーン

若者の結婚に対する理解や関心を高

めるための啓発、広報を実施

③しまね縁結び応援事業

企業や団体等が行う独身男女の出会

いの場づくりの活動費を助成

120 不妊治療支援事業 当初要求 不妊に悩む夫婦の不妊治療への参加を後 健康福祉部

193,557 押しするため、治療費等の一部を助成 [健康推進課]

↓ ①特定不妊治療費助成の初回分の助成額

要求見直し を増額

203,882 ［助成額］１回目 15万円→30万円

↓ ２～６回目 15万円

査定 ［負担割合］国1/2、県1/2

199,882 ②特定不妊治療に併せて男性不妊治療を

[うちH27.2補正計上] 行う場合に助成額を増額 【新規】

7,650 ［助成額］15万円/回

［負担割合］国1/2、県1/2

③男性の不妊検査費の助成制度を創設

【新規】

［助成率］1/2

［上限額］２万円/回
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(単位:千円)

NO 区分 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

121 新規 中小・小規模事業者 当初要求 出産や育児による離職を減らし、従業員 商工労働部

出産後職場復帰促進 193,367 が出産後も働き続けることを事業者に促す [雇用政策課]

事業 ↓ ため、小規模事業者等に奨励金を支給

査定 ［対象企業］

193,367 従業員数50人未満の小規模事業者等

［支給要件］

従業員が出産し、職場復帰後３ヵ月

以上雇用

［支給額］

①従業員が育児休業を３ヵ月以上取得

した場合：20万円／人

②①以外（育児休業が３ヵ月未満等）

で職場復帰した場合：10万円／人

122 みんなで子育て応援 当初要求 家庭、地域、団体、企業等が一体となり、健康福祉部

事業 6,005 県全体で子育てを支援 [青少年家庭課]

↓ ・こっころパスポートの普及

要求見直し ・子育て支援に積極的なグループや企

4,107 業、こっころ協賛店等の表彰

↓ ・しまね子育て応援サイト「こことも」

査定 で子育て支援に役立つ情報を発信

4,107

123 仕事と子育ての両立 当初要求 仕事と子育てを両立できる社会を目指し 健康福祉部

支援事業 1,500 た取組を推進 [青少年家庭課]

↓ ・子育てにやさしい職場づくりに取り組

要求見直し む「こっころカンパニー」の認定等

905 ・子育てを積極的に行う男性「イクメン」

↓ や部下の育児参加に理解のある上司

査定 「イクボス」の養成、啓発

905
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(単位:千円)

NO 区分 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

124 木の家ですくすく子 当初要求 「木育」の観点から、子育て世帯が県産 農林水産部

育て応援事業 120,000 木材を使用した住宅等の新築、増改築等を [林 業 課]

↓ 行う場合に工事費の一部を助成（№35再掲）

査定 ［事業期間］Ｈ28～31

100,000 ［助成対象］子育て世帯

［Ｈ28助成戸数］200戸程度

［助成上限額］

・新築 30万円（石州瓦加算７万円）

・増改築 15万円（石州瓦加算５万円）

・修繕、模様替え 10万円

・上記に対し次のいずれかの場合10万

円を加算

三世代同居・近居、ＵＩターン

者、中山間地域・離島

［事業主体］島根県木材協会

125 石州瓦の家で安心子 当初要求 安心して子育てできる住環境を確保する 商工労働部

育て応援事業 30,000 ため、子育て世帯が石州瓦を使用した住宅 [産業振興課]

↓ を建築・購入・増改築する場合に工事費の

要求見直し 一部を助成（№４一部再掲）

36,000 ［事業期間］Ｈ28～31

↓ ［助成対象］子育て世帯

査定 ［Ｈ28助成戸数］約500戸

30,000 ［助成上限額］

・新築・購入 ７万円

・増改築 ５万円

［事業主体］石州瓦工業組合
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（単位:千円)

NO 区分 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

126 子どもと家庭の相談 当初要求 児童及び児童のいる家庭が身近なところ 健康福祉部

事業 11,945 で相談できる体制を整備 [青少年家庭課]

↓ ①電話相談事業 教育委員会

査定 ②児童相談所の機能強化 [教育指導課]

11,945 ・嘱託顧問弁護士、嘱託精神科医の配

置

・未成年後見人の確保

③市町村相談体制強化のための研修

④子どもの相談・支援機能強化事業

・子どもや家庭に関する相談・支援機

関の連絡会議の設置

・アドバイザー（弁護士・児童心理等

の専門家）の配置

127 新規 児童養護施設退所者 当初要求 児童養護施設を退所する児童の退所後の 健康福祉部

等自立支援事業 0 生活基盤を安定させ、円滑な自立を支援す [青少年家庭課］

↓ るための貸付制度を創設

要求見直し ・進学者に対する家賃や生活費の貸付

59,622 ・就職者に対する家賃の貸付

↓ ・資格取得希望者に対する資格取得経費

査定 の貸付

59,622

[うちH27.2補正計上]

59,622

128 新規 ひとり親家庭高等職 当初要求 高等職業訓練促進給付金を活用して、就 健康福祉部

業訓練促進資金貸付 0 職に有利な資格取得を目指すひとり親家庭 [青少年家庭課]

事業 ↓ の親に対する貸付制度を創設

要求見直し ・入学準備金や就職準備金の貸付

166,320

↓

査定

166,320

[うちH27.2補正計上]

166,320
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（単位:千円)

NO 区分 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

129 ひとり親家庭自立支 当初要求 ひとり親家庭等の自立を促進するため、 健康福祉部

援事業 13,349 子育て・生活への支援や、就業・経済的な [青少年家庭課]

↓ 支援などを実施

査定 ・ひとり親家庭の子どもに対し、大学生

13,349 等による学習支援をモデル的に実施

【新規】

・ひとり親家庭等に対する各種相談、就

業支援、日常生活支援を実施
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Ⅱ 安心して暮らせるしまね
５．生活基盤の維持・確保

(単位:千円)

NO 区分 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

130 中山間地域総合対策 当初要求 中山間地域に安心して住み続けることが 地域振興部

（「小さな拠点づく 229,287 できるよう、公民館エリア（旧小学校区） [しまね暮ら

り」推進事業） ↓ を基本に、「小さな拠点づくり」（住民主体 し推進課]

要求見直し での地域運営の仕組みづくり）を推進

236,440 ①現場支援の強化

↓ ・専任職員（任期付研究職10名）を配

査定 置し、県の支援体制を強化 【新規】

241,049 ・市町村の現場支援を担う人員配置を

支援するための交付金を創設【新規】

［債務負担行為の設定］

設定額 152,000千円（Ｈ29～32）

・民間の力で地域づくりをサポートす

る「中間支援組織」を育成 【新規】

②住民主体の議論の喚起

・公民館による地域課題の掘り起こし

や人材育成と連携し、しまねの郷づ

くりカルテも用いながら、「小さな

拠点づくり」に向けた議論を喚起

・公民館との連携を担う専任スタッフ

を配置 【新規】

③地域を担う人材の確保・育成

・学び・気づきから実践活動へと円滑

に移行できるよう、研修機能を強化

・地域おこし協力隊の確保のための合

同説明会を都市圏で開催 【新規】

④過疎対策事業債（ソフト分）の活用

「小さな拠点づくり」に向けた実践

活動や地域の「要」となる人材の配置

を支援する市町村に対し、負担の一部

を助成

⑤住み続けるための生活サポート

・市町村が住民、各種団体と連携して

行う買い物弱者対策や地域産業の振

興等の支援

・廃校等を利用して、サービスの集約

等により生活諸機能を維持するモデ

ルを構築するため、改修費等を助成

⑥地域産業の振興のための取組支援

民間専門家によるセミナーや個別研

修会を実施し、コミュニティビジネス

の取組を支援 【新規】
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(単位:千円)

NO 区分 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

131 地域生活交通総合支 当初要求 幹線交通から集落間交通まで、バス事業 地域振興部

援事業 401,912 者・市町村・ＮＰＯ等による地域生活交通 [交通対策課]

↓ を確保する取組を総合的に支援（①の実証

査定 事業の成果をもとにＨ30以降の②の交付金

379,298 制度を設計）

①地域生活交通再構築実証事業 【新規】

「小さな拠点づくり」に向けて、輸

送需要に応じた最適な交通手段の組み

合わせによる地域生活交通の再構築を

図るため、実証事業等に取り組む市町

村を支援

［実施期間］

・立ち上がり支援 Ｈ28～29

・運行支援 本格運行後４年間

［実施箇所］

10カ所程度（Ｈ29にも10カ所程度

を予定。全市町村での着手を促進）

［助成対象］

デマンド型バス・乗合タクシーや

公共交通空白地有償運送など

［助成率］

・立ち上がり支援 2/3

・運行支援 1/2

②生活交通確保対策交付金

・市町村が行うバス路線等に対し、運

行経費の一部を助成

・ＮＰＯ等が行う公共交通空白地有償

運送に対し、運行経費の一部を助成

【新規】

③バス運行対策費補助金

バス事業者による広域的・基幹的な

バス路線の維持に対して、国庫補助と

協調して、県・市町村が運行経費等を

助成

［助成率］1/2

④広域バス路線維持費補助金

バス事業者による複数市町村に跨る

バス路線の維持に対して、県・市町村

が運行経費等を助成

［助成率］1/2
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（単位：千円）

NO 区分 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

132 一畑電車運行維持事 当初要求 沿線住民の日常生活に必要不可欠な一畑 地域振興部

業 349,907 電車の運行を維持するため、インフラ所有 [交通対策課]

↓ 権を移転しない「上下分離方式」により、

査定 線路・電路・車両の維持、修繕、更新経費

349,907 を松江市、出雲市と共同で支援

①基盤設備維持費補助金

線路・電路・車両の維持、修繕、更

新に対する助成

［負担割合］県1/2、市1/2

②地域公共交通確保維持改善事業費等補

助金

安全性向上に資する設備の整備に対

する助成

［負担割合］国1/3、県1/3、市1/3

133 地域貢献型集落営農 当初要求 集落の維持・活性化に貢献する「地域貢 農林水産部

連携・強化支援事業 53,600 献型集落営農組織」の育成、ＵＩターン者 [農業経営課]

↓ を含めた雇用の受け皿づくりとなる取組を

査定 支援（№23再掲）

53,600 ①育成・確保支援事業

・組織の法人化を支援

［助成率］ソフト 定額、ハード 1/3

②経営多角化・地域貢献活動支援事業

・米以外の地域資源や人材をフル活用

し農業を基盤とした「小さな起業」

を支援

［助成率］小さな起業･人材確保 2/3

・経営多角化、担い手不在集落のサポ

ート活動支援

［助成率］ソフト 1/2、ハード 1/3

③組織間連携・ネットワーク化支援事業

複数の組織等が連携して行う農作業

の協同化、事業拡大、人材の確保や地

域貢献活動を支援

［助成率］

農作業の協同化等 ソフト 1/2、

ハード 1/3

④フォローアップ支援事業

農業再生協議会（担い手部会）等が

実施するフォローアップ活動を支援
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(単位:千円)

NO 区分 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

134 中山間地域等直接支 当初要求 平地地域と中山間地域等の農用地との生 農林水産部

払事業 1,463,633 産条件の格差に対し、交付金を交付 [農業経営課]

↓ ［４期対策期間］Ｈ27～31

査定 ［対象者］

1,463,633 集落協定により５年以上継続して農

業生産活動を行う農業者等

［負担割合］

区分 国 県 市町村

５法指定地域 1/2 1/4 1/4

５法外知事特認 1/3 1/3 1/3

５法内知事特認 1/2 1/4 1/4

５法指定地域とは、

特定農山村、振興山村、過疎地域、半島地域、

離島地域

135 多面的機能支払事業 当初要求 農地の維持、水路や農道の補修等の地域 農林水産部

1,313,273 資源の向上を図る共同活動を支援 [農村整備課]

↓ ［負担割合］国1/2、県1/4、市町村1/4

査定

1,313,273

136 シカ適正管理対策委 当初要求 出雲北山山地に生息するニホンジカを適 農林水産部

託事業 30,639 正な生息密度で管理するため、出雲北山山 [森林整備課]

↓ 地及び湖北山地における捕獲対策経費及び

査定 両地域の農林作物被害の軽減を図るための

30,639 経費を助成

［委託先］出雲市ほか

［事業概要］

・生息頭数管理

・農林作物被害対策

・生息環境整備

137 しまね長寿の住まい 当初要求 既存一戸建て住宅のバリアフリー改修工 土 木 部

リフォーム助成事業 175,000 事に要する経費の一部を助成 [建築住宅課]

↓ ［助成戸数］500戸程度

査定 ［助成額］工事費の23％（上限40万円）

175,000 ［事業主体］島根県建築住宅センター

［事業期間］Ｈ27～29
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（単位：千円）

NO 区分 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

138 ハートフルしまね事 当初要求 自治会等が行う道路、河川等の公共土木 土 木 部

業 40,863 施設の草刈・清掃活動等に対し助成金の交 [道路維持課]

↓ 付や損害保険料を負担 [河 川 課]

査定 ①道路 [港湾空港課]

40,863 ・草刈 100㎡当たり１回につき [砂 防 課]

1,500円/団体 [都市計画課]

・清掃等 実費 上限１万円/団体

②河川、海岸、港湾施設、砂防施設

・草刈 200円/ｈ・人

・清掃等 実費 上限１万円/団体
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Ⅲ 心豊かなしまね
１．教育の充実

(単位:千円)

NO 区分 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

139 小・中学校少人数学 当初要求 ①小学校１・２年生 教育委員会

級編制 964,000 小学校１・２年生の児童数が31人以 [総 務 課]

↓ 上の学校について、学校の実態等を踏 [学校企画課]

要求見直し まえ30人学級編制又はスクールサポー

988,396 ト事業（非常勤講師配置）を実施

↓ ［Ｈ28予定］

査定 30人学級編制 61人

988,396 スクールサポート事業 49人

②小学校３年生～中学校３年生

多様な児童生徒に対するきめ細かな

教育指導を充実するため、小学校３年

生から中学校３年生まで35人学級編制

を実施

［Ｈ28予定］121人

140 児童・生徒へのサポ 当初要求 ①中学校クラスサポート事業 教育委員会

ート事業 432,058 不登校や問題行動が急増する中学校 [学校企画課]

↓ １年生を対象に、学習面・生活指導面

査定 からきめ細かい支援を行うため、必要

432,058 性の高い大規模校に非常勤講師を配置

［Ｈ28予定］36人（２学級当たり１人）

②特別な支援のための非常勤講師配置事

業（にこにこサポート事業）

・通常の学級にＬＤ（学習障がい）、

ＡＤＨＤ（注意欠陥多動性障がい）

など特別な支援を要する児童が在籍

し、特に対応が困難な小学校を対象

に非常勤講師を配置

［Ｈ28予定］100人

・児童生徒の障がいの多様性や突発的

な行動にきめ細かに対応するため、

小・中学校の特別支援学級のうち多

人数の学級に非常勤講師を配置

［Ｈ28予定］10人

③学びの場を支える非常勤講師配置事業

（学びいきいきサポート事業）

自学教室等を設置して個別に指導を

行う必要のある中学校に非常勤講師を

配置

［Ｈ28予定］30人
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(単位:千円)

NO 区分 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

141 悩みの相談・不登校 当初要求 深刻化するいじめ、暴力行為、不登校等 教育委員会

対策事業 249,431 の課題に対し、未然防止や早期発見・改善 [教育指導課]

↓ を推進

査定 ①生徒指導体制充実強化事業

249,431 ・児童生徒の心の状態を客観的に把握

するアンケートＱＵをいじめの未然

防止、早期発見等に活用

［小中学校］

小学校３年生～中学校３年生対

象、市町村へ実施経費の1/2を助成

［高等学校］

１・２年生対象、年２回実施

・弁護士、臨床心理士等の外部人材を

アドバイザーとして学校等に派遣

・ネットパトロールを実施し、情報モ

ラル教育を推進

・「島根県生徒指導審議会」、「いじめ

問題対策連絡協議会」の開催

②悩みの相談事業

・スクールカウンセラー配置

・子どもと親の相談員配置

・いじめ相談テレフォン

・スクールソーシャルワーカー活用

・「こころ・発達」教育相談

③不登校対策推進事業

・教育支援センター（適応指導教室）

の設置及びひきこもりがちな児童生

徒に対する活動の機会の提供を支援

（10市町）

・連絡調整員の配置

中学校卒業者や高校中退者でひき

こもりの状態にある者に対する支援
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(単位:千円)

NO 区分 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

142 障がい者就業支援事 当初要求 特別支援学校高等部卒業者等を特別支援 教育委員会

業 57,013 学校の非常勤嘱託員として雇用し、企業に [特別支援教

↓ 近い形で勤務しながら職業能力や職業意識 育課]

査定 を身につけ数年以内の一般就労を目指す。

57,013 （№66再掲）

［実施校］

松江・出雲・浜田・石見・隠岐・松

江清心養護学校、盲学校、松江・浜田

ろう学校

143 特別支援学校職業教 当初要求 特別支援学校に進路指導の代替講師を配 教育委員会

育・就業支援事業 11,592 置し、卒業生のアフターケア、在校生の職 [特別支援教

↓ 場体験受入先の開拓など、希望や適性に応 育課]

査定 じた進路先の確保やその定着を推進（№67

11,592 再掲）

［実施校］

松江、出雲 12ｈ/週×35週

浜田、石見、益田 10ｈ/週×35週

隠岐 ６ｈ/週×35週

144 高等学校等就学支援 当初要求 １ 高等学校等就学支援金（国10/10） 総 務 部

事業 2,423,721 高等学校に在籍する生徒等に就学支援 [総 務 課]

↓ 金を交付し家庭の教育費負担を軽減 教育委員会

査定 ２ その他の就学支援制度 [学校企画課]

2,423,721 ①学び直しへの支援（国10/10）

高等学校を中途退学した者が再び学

び直す場合に36月経過後も２年間継続

して授業料を支援

②家計急変への支援（国1/2）

保護者の失職、倒産等による収入減

に対して授業料を支援

③奨学のための給付金（国1/3）

年収250万円未満程度の世帯の授業

料以外の教育費負担を軽減
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(単位:千円)

NO 区分 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

145 帰国・外国人児童生 当初要求 日本語指導が必要な児童生徒への支援 教育委員会

徒等教育の推進支援 57,383 ①帰国・外国人児童生徒に対し日本語指 [総 務 課]

事業 ↓ 導を実施する市町村を支援 【新規】[教育指導課]

査定 ［Ｈ28］出雲市

57,383 ②日本語指導が必要な学校に教員を加配

［Ｈ28配置予定］

小学校４校：８人

中学校２校：３人

146 子ども読書活動推進 当初要求 １ 学校図書館の充実と活性化を図るとと 教育委員会

事業 237,650 もに、図書館を活用した教育を推進 [教育指導課]

↓ ①小中学校 [特別支援教

査定 ・学校司書等配置事業 育課]

237,650 小中学校の学校司書の配置の充実 [社会教育課]

に取り組む市町村を交付金で支援

・司書教諭養成事業

司書教諭資格取得のための受講経

費を助成

・学校図書館活用教育研究事業

教科等の指導に活かせる学校図書

館活用の方法を小中学校15校で研究

・ＩＣＴを活用した図書館での調べ学

習をモデル地域で実施

②高等学校

・学校司書が配置されない12学級未満

の県立高校16校に学校司書を配置

・学校司書の研修、図書の整備

③特別支援学校

・全校に学校司書を配置

・学校司書の研修、図書の整備

④県立図書館

・学校司書の研修

・学校図書館ボランティアの研修

２ 読み聞かせや親子読書を普及し、家庭

や地域における子ども読書活動を推進

①乳幼児への読み聞かせ用図書「しまね

子育て絵本」の整備

②男性による読み聞かせを推進する「読

みメン」プロジェクトの実施
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（単位:千円)

NO 区分 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

147 明日のしまねを担う 当初要求 小・中・高校生のキャリア教育を推進 教育委員会

キャリア教育推進事 66,348 ①働くことを学ぼう事業 [教育指導課]

業 ↓ 産学官が連携し、高校生が県内で働

査定 く大人から学ぶ機会を充実

66,348 ・働くことを見る・聴く事業

働くことや企業・地域を理解する

ために企業見学や出店型講演会等を

実施

・インターンシップ事業

短期インターンシップに加え年間

を通じた長期インターンシップを実施

・教員連携・キャリアアップ事業

教員のキャリアカウンセリングに

関わる指導力向上を目的とした教員

の研修や学校と企業の情報交換会等

を実施

②学びを活かそう事業

産学官連携による課題研究等を実施

し、その成果を出前授業や発表会で地

域に還元

［普通科］

官公庁等と連携し、「地域理解・

地域活性化」に関する問題解決型学

習を実施

［理数科］

大学等と連携し、科学、数学に関

する課題研究を実施

［職業学科］

産業界等と連携し、農業・工業な

どに関する課題研究を実施

③みんなのまちづくりプロジェクト事業

【新規】

児童生徒が身近な地域を素材とし、

学ぶことの意義や学びと社会のつなが

りを実感できるプロジェクト学習を展

開（市町村への委託事業）
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(単位:千円)

NO 区分 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

148 食の縁結び甲子園事 当初要求 全国の高校生を対象に、創造力・コミュ 教育委員会

業 20,850 ニケーション力の育成、島根の豊富な地域 [教育指導課]

↓ 資源の情報発信等を目的とし、島根の食材

要求見直し と参加者の地域食材を融合させた料理の全

19,512 国コンテストを開催

↓

査定

19,512

149 離島・中山間地域の 当初要求 離島・中山間地域において、高校と町村 教育委員会

高校魅力化・活性化 24,265 が連携して実施する高校魅力化・活性化の [教育指導課]

事業 ↓ 取組を支援

査定 ［事業概要］

24,069 高校・町村関係者等で構成される組

織が策定する、高校魅力化・活性化計

画に基づく取組の活動費を助成

［事業対象校］

Ⅰ期校 横田、飯南、吉賀、津和野、

隠岐島前

Ⅱ期校 島根中央、矢上、隠岐

［事業期間］

Ⅰ期校 Ｈ23～25、Ｈ26～28

Ⅱ期校 Ｈ24～26、Ｈ27～29
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(単位:千円)

NO 区分 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

150 学力育成推進事業 当初要求 児童生徒の基礎的な知識・技能の定着や 教育委員会

106,148 活用力の伸長を図るため、市町村と連携し、[教育指導課]

↓ 学力の実態把握や授業の質の向上など、学

査定 力育成の取組を推進

106,148 ①学力の定着状況の把握

・小学校３年生～中学校２年生の全児

童生徒を対象に学力調査を実施

・高校１・２年生を対象に学力テスト

及び指導改善のための事業を実施

②教科リーダーの養成と活用

研修、セミナーを通じて、リーダー

教員の養成と県内教員の教科指導力を

向上

③授業の質の向上

しまねの算数授業改善プロジェクト

チームにおいて授業の改善方針等を検

討 【新規】

④学習プリント配信システムの活用

小学校へインターネットによる学習

プリントを配信

⑤学習を活用する力の育成

・しまね数リンピックの開催

・科学の甲子園（県予選）の開催

⑥教育プログラムの開発校の指定を受

け、地域や国際社会で活躍する人材を

育成

・スーパーサイエンスハイスクール

・スーパーグローバルハイスクール

・スーパープロフェッショナルハイス

クール 【新規】
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(単位:千円)

NO 区分 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

151 しまねのふるまい推 当初要求 規範意識や基本的な生活行動・生活習慣 教育委員会

進プロジェクト事業 9,589 などの「ふるまい」の子どもとその保護者、 [教育指導課]

↓ さらに全ての世代への定着の推進 [社会教育課]

査定 ①しまねのふるまい体験活動推進事業

9,589 ・学校と地域が連携した体験活動

・生活体験を重視した長期宿泊体験活

動

・学校を核とした「ふるまい推進」活

動

②ふるまい推進資料の作成

③しまねのふるまい推進連絡協議会

④ふるまい推進指導員派遣事業

⑤親学プログラムを活用した家庭教育支

援

⑥公民館ふるまい推進プロジェクト

152 食育推進事業 当初要求 食育を通じて次代を担う子どもの望まし 教育委員会

12,399 い食習慣の形成を推進 [保健体育課]

↓ ①和食の普及推進

査定 ・和食への関心を深めることを目的と

12,399 した出前授業や親子料理教室の開催

・食育フォーラムの開催

・食育推進のための授業実践

・副教材「食の学習ノート（中高生版）」

の作成 【新規】

②栄養教諭を対象とした研修

③スーパー食育スクール

「食とスポーツ」をテーマに食育を

通じた体力向上について検証
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(単位:千円)

NO 区分 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

153 子どもの体力向上支 当初要求 子どもの体力の低下問題に対応するた 教育委員会

援事業 7,898 め、小中学校や地域において子どもの体力 [保健体育課]

↓ 向上を目指した取組「１日１時間以上から

査定 だを動かそう」を推進

7,898 ①未就学児の体力向上支援

保育関係者、地域指導者等の研修

②運動好きな子どもの育成

保幼小中が連携し、系統的なプログ

ラムを提供

③レクリエーションによる体力向上支援

レクリエーションを通じた運動習慣

づくり

④地域における体力向上推進活動の連携

地域や関係団体と連携した子どもの

運動のきっかけづくり

⑤体育授業力の向上支援

外部講師による研修会の開催
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(単位:千円)

NO 区分 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

154 競技スポーツ普及強 当初要求 全国レベルで活躍する選手を育成するた 教育委員会

化推進事業 158,136 め、ジュニアから社会人までの各世代に必 [保健体育課]

↓ 要な支援を行い、県全体の競技力の底上げ

査定 とレベルアップを図る

158,136 ①国体選手強化

・国体候補選手の県外遠征、県外チー

ムの招請試合等の実施

・競技用具の整備、指導者養成など

②ゴールデンエイジアスリート育成

・高校重点校指定競技や中学生指定競

技の選抜選手の県外遠征を実施

・県外の強豪校等を招致し、県内高校

生と合同練習等を実施

・オリンピック女子競技種目選手（高

校生）の県外遠征を実施

・オリンピック等の国際大会で活躍で

きる選手を育成するため、選手・指

導者の県外遠征を支援

③国体チームサポーター派遣

大会参加選手のコンディション調整

等を行うコーチ、トレーナーの派遣

④スポーツ医・科学サポート

国体選手や小中高生の競技団体等に

対して、スポーツトレーナーやスポー

ツ栄養士などを派遣

⑤地域が輝くスポーツしまね推進プロジ

ェクト

・競技団体が行う地域と一体になった

普及・強化活動費を助成

・競技団体が行う指導者の招致や強化

合宿開催等の競技力向上のための経

費を助成

・県内でチーム人数の多い４競技につ

いて西部拠点校を指定し県外遠征を

実施
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(単位:千円)

NO 区分 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

155 平成28年度全国高等 当初要求 中国５県で開催されるインターハイに向 教育委員会

学校総合体育大会開 311,154 けた選手強化、開催への支援 [保健体育課]

催事業 ↓ ①運動部活動の強化

要求見直し ・高校特別強化指定校の県外遠征、県

314,035 外強豪校招致

↓ ・高校一般強化指定校の県外遠征

査定 ②インターハイの開催支援

334,035 ・市町実行委員会への支援

・競技備品等の整備

・競技種目別大会運営費の補助【新規】

［競技種目（開催地）］

・体操競技（浜田市）

・柔道（出雲市）

・ボート（雲南市、奥出雲町）

・新体操（松江市）

・テニス（松江市、安来市）

・計画輸送費の補助 【新規】

遠方の宿舎から開催場所への輸送

経費に対する補助

156 学校部活動へのふる 当初要求 中学校・高校部活動を指導する教職員が 教育委員会

さと人材活用事業 32,263 学校内にいない場合などに、地域の指導者 [保健体育課]

↓ を派遣 [社会教育課]

査定 ①運動部活動地域指導者派遣事業

32,263 ［派遣指導者数］329名程度

②ふるさとティーチャー派遣事業（文化

部）

［派遣指導者数］93名程度
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(単位:千円）

NO 区分 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

157 結集！しまねの子育 当初要求 地域住民が積極的に子どもの教育や子育 教育委員会

て協働プロジェクト 142,999 て支援に関わる環境づくりを進め、学校・ [社会教育課]

↓ 家庭・地域住民の連携、協力を推進

査定 ①ふるさと教育推進事業

142,999 ・各小中学校活動費 ７万円/校

[うちH27.2補正計上] ・市町村活動費 10万円/市町村

6,250 ・中学校区ごとの学校支援体制づくり

５万円/中学校区

・学校と企業の連携を支援

②結集！しまねの子育て協働プロジェク

ト事業

市町村が実施する学校支援、放課後

支援、家庭教育支援、土曜日の教育支

援、地域未来塾の経費を助成

158 公民館を核とした持 当初要求 市町村が地域の教育資源を活用し、地域 教育委員会

続可能な地域づくり 44,441 づくりに主体的に参画しようとする人づく [社会教育課]

推進事業 ↓ りを進めるために、地域の拠点である公民

査定 館機能の強化及び公民館活動の充実を図る

28,281 取組を支援

①公民館ふるさと教育推進事業

中学校区単位の公民館等が連携して

ふるさと教育を推進

②地域課題解決型公民館支援事業

地域住民の活動を公民館等がサポー

トし、地域課題解決に向けて動くこと

のできる人材を育成することを支援

［実施箇所数］30箇所程度

③ふるさと体験活動モデル調査研究事業

公民館等が地域住民の協力を得て行

う宿泊を伴う体験活動をモデル的に実

施し、その効果を比較・検証

［実施箇所数］10箇所程度
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(単位:千円）

NO 区分 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

159 高等学校校舎等整備 当初要求 老朽化した校舎等を計画的に整備 教育委員会

事業 669,490 ①耐震対策 151,019 [教育施設課]

↓ 屋内運動場のバスケットゴールの落

査定 下防止対策

669,490 ②出雲工業高等学校 307,839

［事業期間］Ｈ23～28

［総事業費］約53億円

Ｈ28：既存校舎改修、実習棟解体

③飯南高等学校寄宿舎 65,650

［事業期間］Ｈ24～28

［総事業費］約７億円

Ｈ28：旧寄宿舎解体等

④大田高等学校 25,503

［事業期間］Ｈ24～28

［総事業費］約21億円

Ｈ28：仮設校舎撤去（Ｈ27）に伴う

グラウンド復旧

⑤浜田高等学校 79,119

Ｈ28：校舎等リース

⑥浜田水産高校、隠岐水産高校寄宿舎

（リース整備） 40,360
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(単位:千円）

NO 区分 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

160 特別支援学校校舎等 当初要求 「しまね特別支援教育推進プラン」の実 教育委員会

整備事業 3,439,559 現等のために、校舎等を計画的に整備 [教育施設課]

↓ ①出雲養護学校の増改築 2,669,594

査定 生徒急増に伴う狭隘化解消

3,439,559 ［事業期間］Ｈ25～30

[うちH27.2補正計上] ［総事業費］約42億円

1,959,172 Ｈ28：第４教育棟・屋内運動場棟等

②松江養護学校の増改築 412,647

生徒急増に伴う狭隘化解消に向けた

本校改修、乃木校舎整備

［事業期間］Ｈ26～31

［総事業費］約22億円

Ｈ28：旧校舎解体、管理棟建築、既

存校舎改修等

③浜田養護学校の増改築 267,306

生徒急増に伴う狭隘化解消に向けた

増改築及び隣接する浜田ろう学校の改

修

［事業期間］Ｈ26～28

［総事業費］約13億円

Ｈ28：既存校舎改修等

④高等部生徒急増対策（リース校舎）

85,434

松江養護学校、出雲養護学校

161 緊急校舎等大規模修 当初要求 老朽化が進行している県立学校施設の長 教育委員会

繕事業 512,121 寿命化や安全・安心な教育環境を維持する [教育施設課]

↓ ため、計画的な大規模修繕を実施

査定 ［対象］築35年以上の校舎等

512,121 ［事業期間］Ｈ25～32

162 新規 まなびや環境整備事 当初要求 生徒の安全を確保するとともに、安心し 教育委員会

業 417,269 て学業に専念できるよう、所要の修繕を実 [教育施設課]

↓ 施

査定 ①学校生活環境の改善

417,269 トイレの洋式化、寄宿舎の修繕等

②安全・安心対策

非常用発電機の更新等

③学校・部活動環境の改善

教室の照明、防球ネット更新等
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(単位:千円）

NO 区分 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

163 私立学校経営健全性 当初要求 私立学校の運営、教育活動の充実のため 総 務 部

確保事業 1,500,245 生徒数や教育改革の取組に応じて支援 [総 務 課]

↓

査定

1,500,245

164 私立学校生徒確保事 当初要求 私立学校が行う生徒確保のための取組を 総 務 部

業 117,168 支援 [総 務 課]

↓ ①高校等生徒授業料免除補助

査定 低所得世帯の生徒等には、就学支援

117,168 金に上乗せ支援し、課程の教育費負担

を軽減

②魅力と特色ある学校づくり推進事業

学習環境の向上など、魅力化や特色

化につながる設備整備を支援

［助成率]

・魅力向上事業 県1/2

・耐震診断事業 国1/3、県1/3

③問題解決型学習推進事業

私立高等学校及び私立専修学校が産

学官連携により実施する課題研究を支

援

［上限額］400千円/１校

④県外生徒確保事業 【新規】

私立高等学校及び私立専修学校が県

外生を確保するための取組を支援

165 島根県立大学学部設 当初要求 平成30年度の四年制大学開設に向け、松 総 務 部

置事業 604,394 江、出雲キャンパスに新棟を建築、既存棟 [総 務 課]

↓ の改修を実施

要求見直し ・出雲キャンパス

611,482 ［事業期間］Ｈ27～29

↓ ［総事業費］約32億円

査定 ［Ｈ28整備内容］

610,996 新棟建築、既存棟改修工事

・松江キャンパス

［事業期間］Ｈ28～31

［総事業費］約15億円

［Ｈ28整備内容］

基本設計、実施設計
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Ⅲ 心豊かなしまね
２．多彩な県民活動の推進

(単位:千円)

NO 区分 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

166 しまね社会貢献基金 当初要求 県民の社会貢献活動をさらに推進するた 環境生活部

事業 26,048 め、保健・医療・福祉の増進、社会教育の [環境生活総

↓ 推進、まちづくりの推進など地域の課題解 務課]

査定 決に取り組むＮＰＯ法人等の社会貢献活動

26,048 を支援

167 文化芸術振興支援事 当初要求 文化芸術の振興を図るため、県民参加機 環境生活部

業 27,460 会の提供、将来の担い手の育成等の取組を [文化国際課]

↓ 推進

査定 ①島根県民文化祭の開催

27,460 県総合美術展（県展）、硬筆アート

展、文芸作品公募、文芸フェスタ

②文化芸術次世代育成支援事業

文化芸術団体による子どもたちへの

鑑賞機会の提供、ワークショップの実

施

③文化芸術による地域活性化事業

地域のアーティストによる公演、し

まね子供神楽フェスティバル
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Ⅲ 心豊かなしまね
３．人権の尊重と相互理解の推進

(単位:千円)

NO 区分 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

168 しまね女性活躍推進 当初要求 働く女性の活躍を推進 環境生活部

事業 16,715 ・女性活躍推進法が求める中小企業等の [環境生活総

↓ 行動計画の策定を支援 【新規】 務課]

要求見直し ・女性が働き続けやすい職場環境の整備

23,939 に取り組む企業等を応援する「しまね

↓ 女性活躍応援企業」登録制度を創設、

査定 登録企業の職場環境の整備を支援

23,939 【新規】

［うちH27.2補正計上］ ・働く女性対象のセミナーや女性リーダ

6,647 ー養成研修等を実施

169 新規 「もっと女性が活躍 当初要求 建設産業への女性の就職促進や定着、家 土 木 部

できる建設業」協働 3,000 庭との両立に向けた地域ネットワークの取 [土木総務課]

推進事業（しまねの ↓ 組を支援（№14一部再掲）

建設担い手確保・育 要求見直し

成事業） 5,000

↓

査定

5,000

170 女性保護事業 当初要求 日常生活に様々な問題を抱える女性への 健康福祉部

80,902 相談活動やＤＶ（配偶者等からの暴力）被 [青少年家庭課]

↓ 害者等を一時保護し、問題解決に向けて支

査定 援

80,902 ①女性相談事業

・女性相談センターに女性相談員等を

配置し広く女性相談を実施

・県民への啓発活動や適切な相談実施

のための研修会等を開催

②性暴力被害者支援センター事業

女性相談センターが中心となり、関

係機関と連携して被害者を支援

③ＤＶ被害者等保護事業

・ＤＶ被害者等を一時保護所等におい

て保護

・ＤＶ被害者が一時保護所を退所する

際に必要な生活資金や住宅資金を貸

付
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Ⅲ 心豊かなしまね
４．自然環境、文化・歴史の保全と活用

(単位:千円)

NO 区分 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

171 島根の歴史文化活用 当初要求 島根の歴史文化を活用して地域の魅力を 教育委員会

推進事業 75,935 発信し、県民の郷土に対する関心や愛着を [文化財課]

↓ 深め、対外的なイメージの醸成、交流人口 商工労働部

査定 の増加等を促進 [観光振興課]

75,935 ・国宝の松江城天守、日本遺産の津和野

［うちH27.2補正計上］ をシンポジウムやセミナーを通じて県

72,935 外にＰＲ 【新規】

・「出雲国風土記」などをテーマとした

県内外での講座やシンポジウムの開催

・歴史文化への関心を高めるため、「古

代歴史文化賞」により優れた書籍を表

彰

・古代歴史文化にゆかりの深い14県が連

携して共同調査研究を実施

・古代歴史文化をテーマとした情報発

信、観光誘客の促進（№46再掲）

172 隠岐ユネスコ世界ジ 当初要求 隠岐世界ジオパーク推進協議会、地元町 環境生活部

オパーク活用推進事 216,249 村等と一体となって、来訪者の受入体制の [自然環境課]

業 ↓ 整備や広報活動等を推進 商工労働部

要求見直し ①隠岐世界ジオパーク推進協議会による [観光振興課]

209,249 ガイド養成、広報等の支援を拡充

↓ ②ジオサイト（地質や植生等の見どころ)

査定 周辺の遊歩道、展望台等の施設整備

209,249 ③ユネスコ世界ジオパークを有する他の

自治体と連携して、認知度向上のため

の取組を実施 【新規】

④鳥取県（山陰海岸ジオパーク）と連携

して、首都圏でのＰＲイベントを実施

【新規】

⑤観光協会等との連携による情報発信と

地域資源を活用した誘客対策を推進

（№47再掲）
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(単位:千円)

NO 区分 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

173 未来へ引き継ぐ石見 当初要求 世界遺産「石見銀山遺跡」を適切に管理 教育委員会

銀山保全事業 160,444 し、未来へ継承していくため、調査研究、 [文化財課]

↓ 保存整備、情報発信を実施

査定 ①世界遺産登録10周年記念展の準備

160,444 平成29年の世界遺産登録10周年記念

［うちH27.2補正計上］ 展に向けて、資料調査や展示設計、広

21,749 報活動を実施

②世界遺産総合調査研究事業

・基礎調査研究

・テーマ別調査研究

③世界遺産保存整備事業

・遺跡整備

・拠点施設運営補助

④世界遺産総合情報発信事業

・世界遺産情報発信、シンポジウム、

セミナー開催

174 水と緑の森づくり事 当初要求 水と緑の森づくり税を財源とし、県民と 農林水産部

業 213,017 協働して荒廃森林の「水を育む緑豊かな森」[林 業 課]

↓ への再生を促進

査定 ［事業期間］Ｈ27～31

213,017 ①県民参加の森づくり

・みーもの森づくり事業

県民自らが企画・立案した森林づ

くりのための植栽活動や県産木材を

使う取組及び森林教育活動を支援

・森づくり情報の発信、交流

・しまね森林活動サポートセンターの

運営支援

・ふるさとの森講座の開催

森林教室やトレッキング教室を開

催

②緑豊かな森の再生

放置森林での不要木の伐採、人家・

田畑等に侵入する竹林の伐採や抵抗性

松の植栽
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(単位:千円)

NO 区分 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

175 森林病害虫等防除事 当初要求 ①ナラ枯れ被害対策 農林水産部

業 48,934 被害木の伐倒処理に要する経費を助 [森林整備課]

↓ 成

査定 ［負担割合］

48,934 国1/2、県1/4、市町村等1/4

②松くい虫被害対策

保安林など重要な松林について、薬

剤散布、樹幹注入等の予防措置と伐倒

駆除等を組み合わせた防除対策により

松くい虫被害の拡大を防止

176 海岸漂着ごみ等対策 当初要求 県内各海岸の海岸漂着物対策を推進 環境生活部

事業 248,890 ①海岸漂着物の回収・処理の実施 [廃棄物対策課]

↓ ②海岸漂着物の発生抑制に関する啓発

要求見直し ・県内河川流域の小学生による実態確

259,336 認

↓ ・国内学生と韓国学生による海外由来

査定 漂着物の現地確認

259,336

177 宍道湖・中海の水環 当初要求 宍道湖・中海の湖沼環境の保全と賢明利 環境生活部

境保全・再生・賢明 5,470 用を鳥取県と連携して推進 [環境政策課]

利用推進事業 ↓ ①ラムサールネットワーク形成事業

査定 全国ラムサールシンポジウムを山陰

5,470 地区で開催し、普及啓発イベントを実

施

②栄養塩循環システムの自立支援事業

中海の藻の回収による栄養塩の湖外

搬出システムモデルが自立できるよう

支援
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(単位:千円)

NO 区分 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

178 宍道湖・中海の湖沼 当初要求 宍道湖・中海の効果的な水質保全対策を 環境生活部

水質保全調査・研究 25,881 検討するための調査・研究等を実施 [環境政策課]

事業 ↓ ①水質汚濁メカニズム調査事業

査定 専門家による検討会等による調査・

25,881 研究を実施

②湖沼環境評価モニタリング事業

鳥取県や国交省と連携し、水質モニ

タリング手法等を検討

③宍道湖アオコ調査事業

アオコ発生のプロセスを解明するた

めのデータ収集と調査分析

④宍道湖アオコ回収装置試験的導入事業

アオコ回収装置の実証試験

⑤水質保全対策調査事業

流入する汚濁負荷量の調査や流出水

対策地区の水質調査等を実施
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(単位:千円)

NO 区分 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

179 島根県再生可能エネ 当初要求 太陽光、木質バイオマス、小水力などの 地域振興部

ルギー利活用総合推 607,571 再生可能エネルギーについて県内での利活 [地域政策課]

進事業 ↓ 用を推進 農林水産部

（一部国基金事業） 査定 ①再生可能エネルギーによる地域活性化 [農地整備課]

607,571 支援事業 [林 業 課]

・自治会等が地域活性化を目的として 企 業 局

導入する設備費の一部を助成

［助成額］

150万円以内(蓄電池設置は10万

円を加算【新規】)

・発電事業者が雇用創出や地域貢献に

併せて取り組む導入に対し設備費の

一部を助成

［助成額］500万円以内

②住宅や事業所への太陽光発電等の導入支援

・住宅用太陽光

［助成額］１万円/kW（上限４万円）

・木質バイオマス熱利用、小水力等

［助成率］1/3（上限20万円）

・太陽熱、林地残材の集積装置【新規】

［助成率］1/2（上限30万円）

③熱利用普及モデル事業

再生可能エネルギー熱利用をモデル

的に導入し効果を検証

・太陽熱、地熱・地中熱

［助成率］国庫補助残額の1/2

・エネファーム

［助成額］定額

④公共施設への導入支援

・地域防災拠点施設への導入経費を助成

⑤普及啓発、調査研究

・アドバイザー派遣、研修会開催等

・産学官連携によるマイクロ水力研究等

⑥木質バイオマス用未利用材の集積施設

整備、増産に伴う人材確保を支援

⑦農業用水利施設を利用した小水力発電

設備等の導入支援（公共事業費の一部）

［事業主体］市町村、土地改良区

［助成率］15％

⑧市町村計画策定支援

市町村による多様なエネルギー導入

の検討、計画策定費等を助成

［助成率］1/2
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(単位:千円)

NO 区分 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

180 水力発電所再開発事 当初要求 発電能力の大きい３箇所の水力発電所の 企 業 局

業 525,204 再開発（第二次リニューアル）

（電気事業会計） ↓ ［総事業費］約116.7億円

査定 ［事業期間］Ｈ27～32

525,204 ［事業内容］

発電施設及び導水路等の再整備

［内訳］

・飯梨川第一発電所

［総事業費］約30.5億円

［事業期間］Ｈ27～32

［最大出力］3,000kW

［Ｈ28予算額］441,664千円

・八戸川第一発電所１号機

［総事業費］約46.5億円

［事業期間］Ｈ28～32

［最大出力］2,500kW

［Ｈ28予算額］49,874千円

・三隅川発電所

［総事業費］約39.7億円

［事業期間］Ｈ28～31

［最大出力］7,400kW

［Ｈ28予算額］33,666千円
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(単位:千円)

NO 区分 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

181 産業廃棄物減量促進 当初要求 産業廃棄物減量税を活用し、産業廃棄物 環境生活部

事業 267,349 の発生抑制・再生利用等による減量化等の [環境政策課]

↓ 取組を促進 [廃棄物対策課]

査定 １ 事業者の再資源化等への支援 農林水産部

267,349 ①産業廃棄物３Ｒ促進施設等整備事業 [農林水産総

産業廃棄物の再資源化施設の整備を 務課]

支援 商工労働部

［助成率］1/3（上限額 ３千万円） [産業振興課]

②資源循環型技術開発支援事業

事業者の産業廃棄物の発生抑制等の

技術開発を支援 など

［助成率］2/3（上限額 １千万円）

③資源循環型技術基礎研究実施事業

産業廃棄物の発生抑制等の基礎研究

④バイオマス資源循環活用研究

家畜ふん尿、下水道汚泥等のバイオ

マス資源の循環活用の研究

⑤しまねグリーン製品認定・普及促進事

業

・認定製品のＰＲ、展示会への出展支

援

・認定製品の販路拡大を支援

・市町村が公共調達する場合の事業費

増嵩分をモデル的に支援

・性能評価、利活用推進のため、県発

注事業でモデル的に使用

⑥優良認定産業廃棄物処理事業者育成事

業

認定事業者となるための説明会等を

実施 【新規】

２ 適正処理の推進

①廃棄物適正処理指導員の配置

②不法投棄等対策の強化

パトロールの実施、監視カメラ増設

３ 環境教育の推進

①３Ｒ普及啓発事業

リサイクル施設のバスツアーなど

②しまね環境アドバイザー派遣事業

企業等へ派遣し環境教育を支援

③学校における３Ｒ・適正処理学習支援

事業

中学校、高等学校等において産業廃

棄物に関する環境教育を実施
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(単位:千円)

NO 区分 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

182 公共関与最終処分場 当初要求 産業廃棄物最終処分場「クリーンパーク 環境生活部

整備事業 555,714 いずも」の管理型処分場の第３期工事に要 [廃棄物対策課]

↓ する経費の一部を助成

査定 ［事業主体］

555,714 （公財）島根県環境管理センター

［事業期間］Ｈ26～28

［工事概要］

・面積4.0ha

・容量67万㎥（実埋立容量61万㎥）

・事業費 4,000百万円

本体工事 2,400百万円

水処理施設 1,600百万円
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Ⅳ その他
(単位:千円)

NO 区分 事 業 名 予 算 額 概 要 部局名

183 竹島領土権確立対策 当初要求 「竹島の日を定める条例」の趣旨を踏ま 総 務 部

事業 29,120 え、問題解決に向けた国民世論の喚起を促 [総 務 課]

↓ す取組を実施

査定 ・竹島問題に関する専門調査研究と情報

29,120 発信

・竹島の日記念行事の実施や啓発パンフ

レットの作成など広報啓発活動の実施

・竹島資料室による資料収集、展示
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